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平成27年10月２日（金曜日）

午後１時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第23号 平成26年度宮崎県歳入歳出決算

の認定について

○報告事項

・平成26年度決算に基づく健全化判断比率及び

資金不足比率について

出席委員（７人）

主 査 清 山 知 憲

副 主 査 島 田 俊 光

委 員 坂 口 博 美

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 満 行 潤 一

委 員 新 見 昌 安

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

総務部

総 務 部 長 成 合 修

危機管理統括監 金 丸 政 保

総 務 部 次 長
柳 田 俊 治

（総務･職員担当）

総 務 部 次 長
田 中 保 通

（財務･市町村担当）

危 機 管 理 局 長
郡 司 宗 則

兼危機管理課長

部参事兼総務課長 菓子野 信 男

防災拠点庁舎整備室長 丸 田 勉

部参事兼人事課長 片 寄 元 道

行 政 経 営 課 長 吉 村 久 人

財 政 課 長 阪 本 典 弘

税 務 課 長 髙 林 宏 一

部参事兼市町村課長 平 原 利 明

総務事務センター課長 中 原 順 一

消 防 保 安 課 長 都 原 誠 一

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 日 髙 真 吾

○清山主査 ただいまから決算特別委員会総務

政策分科会を開会いたします。

まず、分科会の日程についてでありますが、

分科会の日程については、お手元に配付の日程

案のとおりでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

次に、本日開催されました主査会における協

議内容について御報告いたします。

お手元の分科会審査説明要領により行います

けれども、決算事項別の説明は、「目」の執行残

が100万円以上のもの及び執行率が90％未満のも

のについて、また、主要施策の成果は、主なも

のについて説明があると思いますので、審査に

当たりましてはよろしくお願いいたします。

次に、監査委員へ説明を求める必要が生じた

場合については、ほかの分科会との時間調整を

行った上で、質疑の場を設けることとする旨確

認がなされましたので、よろしくお願いいたし

ます。

最後に、審査の進め方についてでございます

が、総合政策部のみ、６課と４課の２班編成と

し、班ごとに説明及び質疑を行い、最後に全体

の総括質疑を行いたいと存じます。
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それでは、執行部入室のため暫時休憩いたし

ます。

午後１時１分休憩

午後１時４分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

平成26年度決算について執行部の説明を求め

ます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○成合総務部長 それでは、今回御審議いただ

きます平成26年度決算につきまして、お手元に

配付いたしております主要施策の成果に関する

報告書及び平成26年度決算特別委員会資料によ

り御説明いたします。

まず最初に、平成26年度一般会計決算の概要

について御説明いたします。

お手元に配付の主要施策の成果に関する報告

書の１ページをお開きいただきたいと存じます。

決算総括の表にございますように、平成26年

度の決算額ですが、歳入が5,856億3,588万9,000

円、歳出が5,739億2,639万1,000円となっており

ます。この歳入総額から歳出総額を差し引いた

形式収支は、117億949万8,000円となっておりま

す。

また、この形式収支から、その下の平成27年

度へ繰り越すべき財源であります58億4,879

万2,000円を差し引いた実質収支は、58億6,070

万6,000円の黒字となっております。

なお、前年度の実質収支との差であります単

年度収支につきましては、36億7,076万8,000円

の黒字となってございます。

26年度の決算の特徴といたしまして、表の下

のほうに記載してございますが、決算規模につ

きましては、国の経済対策、繰越事業の減によ

りまして、歳入・歳出とも前年度を下回ってい

る状況でございます。

また、次の歳入におきましては、県税等の自

主財源の確保などに努める一方で、歳出におき

まして、予算の効率的・重点的な配分を行い、

また、徹底した経費の節減に努めたところであ

ります。

次に、お手元に配付しております平成26年度

決算特別委員会資料の10ページをお開きいただ

きたいと思います。

総合計画に基づく総務部の施策体系につきま

して、その概要を御説明いたします。

まず、施策の柱となっております連携・協働

による魅力ある地域づくりについてであります。

この２つ目の市町村地域づくり支援資金貸付で

は、防災・減災対策や行財政改革などに取り組

む市町村等に対しまして無利子貸し付けを行っ

たところであります。

次に、その下の危機管理体制の確保について

であります。自然災害を初めとする多様な危機

事象に迅速に対応するため、まず、減災力強化

支援では、避難場所等の整備に対する助成など

を行い、大規模災害に対する備えの充実・強化

を図ったところであります。

次に、２つ飛びまして、新規事業の学んで備

えて命を守る！減災力強化総合啓発でございま

すが、宮崎県防災の日フェアの開催などにより

まして、県民の防災意識の向上を図ったところ

であります。

次に、新規事業の総合防災訓練強化でござい

ますが、10月に南海トラフ巨大地震・津波に対

応した実践的な県総合防災訓練を延岡市などで

実施いたしまして、関係機関の連携や体制の充

実を図ったところであります。

次に、１つ飛びまして、新総合防災情報ネッ
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トワーク整備でございますが、防災行政無線設

備のデジタル化によりまして、総合防災情報ネッ

トワークの信頼性の向上や機能の強化に努めた

ところであります。

次に、11ページをごらんください。

総務部の平成26年度歳出決算の状況について

であります。合計の欄になりますが、一般会計

と特別会計を合わせまして、2,641億8,248

万6,486円、支出済額2,627億4,691万7,948円と

なっております。この結果、翌年度への繰越額

が３億7,800万円となっておりまして、不用額

は10億5,756万8,538円となりまして、執行率

は99.5％であります。

次に、監査における指摘事項等についてであ

ります。資料の33ページをお開きいただきたい

と存じます。平成26年度総務部に係る監査での

指摘状況を一覧にしております。このうち、指

摘事項２件につきましては、後ほど関係課長か

ら御説明させていただきます。

また、お手元の平成26年度宮崎県歳入歳出決

算審査及び基金運用状況審査意見書において、

１件の意見・要望事項がありました。これにつ

きましても、後ほど、税務課長から御説明させ

ていただきます。

以上、概要を御説明いたしましたが、各課ご

との決算内容、主要施策の成果に関する報告等

につきましては、危機管理局長及び担当課長か

ら説明いたしますので、御審議のほどよろしく

お願いいたします。

以上でございます。

○阪本財政課長 それでは、26年度の決算の概

要について御説明いたします。

委員会資料１ページにお戻りください。

一般会計歳入決算の状況でございます。まず、

歳入増減の主な内容でございますが、県税につ

きまして、26年度の決算額が855億3,100万円余

となっておりまして、対前年度比で26億700万円

余、率にして3.1％の増となっております。

また、地方消費税清算金につきましては、252

億5,700万円余、前年度比44億1,300万、21.2％

の大幅な増となっております。詳細につきまし

ては、後ほど、税務課長から御説明を申し上げ

ます。

２ページをごらんください。

地方譲与税でございます。決算額222億2,000

万円余、対前年度比31億5,300万円余、16.5％の

プラスとなっております。増減の主なものとし

まして、地方法人特別譲与税がございます。こ

れは法人税に一部かわるものでございますが、

景気好転等によりまして、地方法人特別税その

ものの全体の増収によりまして、国からの配分

額がふえまして、この額が33億6,000万円余の増

となっております。

１つ飛びまして、地方交付税でございます。

決算額が1,872億7,500万円余、増減額としまし

て21億2,900万円余、1.2％の増となっておりま

す。交付税につきましては、普通交付税と特別

交付税がございまして、特別交付税につきまし

て若干のマイナスとなっております。普通交付

税につきまして22億円余の増、これは、いずれ

も全国総額の増減に伴いまして、本県への配分

額が増減しているものでございます。

１つ飛びまして、分担金及び負担金19億1,600

万円余、対前年度比で６億7,400万円余、26.0％

のマイナスとなっております。これは事業執行

に伴いまして、内容としましては、土地改良事

業負担金・分担金、それから土木の直轄港湾事

業負担金、この事業の減によりまして、それぞ

れ分担金・負担金が減となったものでございま

す。
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次の使用料及び手数料87億9,500万円余、前年

度比９億4,700万円余、12.1％の増となっており

ます。この中で一番大きいものは教育使用料、

いわゆる高等学校の授業料でございます。平成25

年度までが、いわゆる高等学校授業料の無償化

ということで、これを廃止しておりましたが、26

年度から再度有料化いたしますが、その同額を

国から就学支援金として交付するという制度に

変わりまして、１学年度分、毎年度、新入学生

から有料化ということになっておりまして、１

学年分の８億9,100万円余が増となったものでご

ざいます。

３ページをごらんください。

国庫支出金803億9,300万円余、対前年度比251

億9,000万円余、23.9％のマイナスとなっており

ます。中身としまして、国庫補助金の欄をごら

んください。442億3,500万円余の決算、対前年

度比で230億3,900万円、率にして34.2％のマイ

ナスとなっております。これは主に、25年度に

国の経済対策等によりまして、さまざまな事業

それから交付金事業等が行われました。それが

なくなった関係で大きな額の減となっていると

ころでございます。

次の財産収入でございます。決算額12億4,500

万円余、対前年度比３億5,300万円、22.1％のマ

イナスとなっております。これは、増減の主な

ものの欄の財産売り払い収入、これは県有財産、

普通財産の土地、建物等を売却した結果でござ

いますけれども、実績として４億900万円余の減

額となったものでございます。

４ページをごらんください。

繰入金でございます。409億1,500万円余、前

年度比79億4,300万円、16.3％のマイナスとなっ

ております。主なものとしまして、基金の繰入

金、これは国の交付金を活用しまして、各種基

金を積み立てまして、そこからの繰入金でいろ

んな事業を行いましたが、この各種基金活用事

業が減となりまして減となったものでございま

す。

次の繰越金でございます。決算額149億9,800

万円余、前年度比46億5,700万円余、45％の増と

なっております。これは明許繰越の財源がふえ

たものでございます。明許繰越そのもの、事業

費そのものは、前年度比減となっておりますが、

そのうち繰り越し、いわゆる既収特財と言われ

ている収入済みの財源は25年度に比べて多かっ

たということで、この繰越財源が増となってお

るものでございます。

１つ飛びまして、県債678億9,600万円余、前

年度比87億5,600万円、11.4％の減となっており

ます。小さいところで各種事業の減もございま

すが、一番大きいところは一番下、臨時財政対

策債59億1,900万円余の減となっております。こ

れは、先ほど申し上げました地方交付税と合わ

せまして、トータルではマイナスとなっており

ますが、これは景気回復による税収増、それか

ら消費税の増によりまして、一般財源の収入増

がありましたので、その分、臨時財政対策債が

減となっているものでございます。

次に、５ページをごらんください。収入未済

額の状況でございます。いわゆる26年度に入る

べき収入が入らなかった額でございますが、一

番左下、24億7,300万円余の未済額となっており

ます。その隣の25年度と比較していただきます

と、そのさらに右欄、増減の欄で３億600万円余

のマイナスとなっておりまして、収入未済額の

圧縮に取り組んだ結果、わずかではございます

が、対前年度比で圧縮できたところでございま

す。

しかしながら、まだまだこの多額の収入未済
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額があるところでございますので、滞納整理等

計画的な未済額の圧縮に今後とも努めてまいり

たいと考えております。

６ページをごらんください。

３つのグラフを掲載させていただいておりま

す。一番上のグラフが、県債の発行額、それか

ら県債残高の推移でございます。縦の棒グラフ

が毎年度の県債発行額でございます。色のない

白い部分の棒、これが通常、その他の県債と書

いてありますけれども、臨時財政対策債を除く、

いわゆる通常の起債でございます。この額につ

きましては、平成10年度以降、若干の増減ござ

いますが、右肩下がりで額を抑制をしていると

ころでございます。

しかしながら、この網かけのある平成13年度

以降、臨時財政対策債がなかなか減っておりま

せんで、ある程度の県債発行はやむを得ないと

ころでございますが、この折れ線グラフの下の

ほうの折れ線グラフ、これが県債残高でござい

ます。臨時財政対策債等を除く通常の起債の残

高につきましては、15年度以降減少を続けてお

りまして、財政の健全化に努めているところで

ございます。

それから、真ん中のグラフ、県債残高と財政

関係２基金の残高、この財政関係２基金という

のが、いわゆる貯金の部分、県の財政の貯金に

当たる部分でございます。縦の棒グラフが県債

残高を示しております。上の折れ線グラフとリ

ンクしているところでございますが、ごらんい

ただいたらわかるように、通常債、白い部分の

棒グラフにつきましては、先ほども申し上げま

したとおり、15年度以降減少しておりますが、

やはり網かけの部分、臨時財政対策債が累増し

ておりまして、ようやくここ２年ほどで、若干

ではございますが、県債残高、トータルでも減

少傾向になったところでございます。

一方、この折れ線グラフが財政関係２基金、

いわゆる貯金の部分でございます。平成４年度

以降、若干の増減はございますが、ずっと減り

続けております。財政改革の計画、４期目にな

りますけれども、これによりまして、これは私

の個人的な考えでありますが、これを何とか500

億円程度を維持できれば、持続可能な財政運営

が可能かなと考えておりますが、ここ数年、ま

だ若干の微減傾向にございますので、今後とも、

この財政関係２基金の残高を堅持できるよう努

力してまいりたいと考えておるところでござい

ます。

一番下のグラフ、経常収支比率の推移でござ

います。経常収支といいますのが、例えば人件

費ですとか、どんなことがあっても経常的に支

出が必要となる経費、逆に言いますと、政策的

ではない、経費の比率でございます。したがい

まして、この比率が高いと、財政が硬直化して

いるということになります。

平成３年度は60％台であったこの経常収支比

率が、経済対策によりまして県債発行を続けた

結果、公債費の伸びとともに経常収支比率がずっ

と右肩上がりでふえております。しかしながら、

平成19年度、20年度以降は微減ではありますけ

れども、この経常収支比率が減少傾向にござい

まして、26年度の決算の結果は91％となるとこ

ろでございます。22年度につきまして、一瞬減っ

ておりますが、これは口蹄疫の関係で特例的に

減っております。それから、前年度、25年度

が90.5ということで、ちょっと見た目に悪化し

ているように見えますが、この90.5％につきま

して後ほども御説明いたしますが、東日本大震

災の対策の財源を捻出するために、公務員の人

件費につきまして特例減額、平均で６％程度給
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与のカットを行いました。そのカットした分で

復興財源に充てたわけでございますが、その関

係で人件費が若干抑制されました。その関係で

特例的に25年度が減ったものでございます。

続きまして、８ページをごらんください。

地方公共団体財政健全化法に基づく報告とい

うことで、監査委員の審査意見書の抜粋により

作成しているものでございます。

まず、１の（１）総合意見としまして、まず

この健全化判断比率、その算定の基礎となる事

項を記載した書類は、いずれも適正に作成され

ているものとお認めいただいておりまして、表

の中でございますが、赤字、上２つはございま

せん。③の実質公債費比率、いわゆる毎年の借

金の返済がどれだけの割合であるかという数字

でございまして、26年度決算が16.7、前年度に

比べますと0.4ポイント、これもよいといいま

しょうか、改善されてるところでございます。

また、将来負担比率、これは借金といいましょ

うか、負債全体の占める財政規模に対する割合

が132.1、これにつきましても7.5ポイント、こ

れも改善されているところでございます。

（３）のところで是正改善を要する事項につ

いて、特に指摘すべき事項はないということで

ございます。

それから、２番目、平成26年度決算に基づく

宮崎県資金不足比率審査意見の欄でございます

が、これにつきましては資金不足はありません

ので、隣のページ、３のところ、特に指摘すべ

き事項はないということでございます。

３の参考の欄に指標の推移を示しております。

先ほど申し上げました実質公債費比率、借金の

返済額の占める割合につきまして、23、24、25、

これが17.1ということで、ここ数十年ではこれ

がピークでございました。今後は恐らく、ここ

が全体的に減少傾向に向かうものと推計をして

おります。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書

をごらんください。１ページは先ほど部長が御

説明申し上げました。２ページにつきましては、

決算委員会の資料で先ほど御説明いたしました

内容と重複いたしますので、説明は省略いたし

ます。

３ページ、歳出決算の概要の款別をごらんく

ださい。増減の率の大きい主なものを御説明い

たします。下にも特徴として文字で書いており

ますけれども、上から２番目の総務費につきま

しては、地域経済活性化・雇用創出臨時基金

―いわゆる元気交付金の基金でございます

―の積立金の減によりまして、対前年度比34.5

％の減となっております。

２つ飛びまして、労働費につきましても、緊

急雇用創出事業臨時特例基金の積立金の減によ

りまして、マイナスの49.0％でございます。

飛びまして、下から４つ目、災害復旧費でご

ざいますが、平成26年度は川南町の平田川が氾

濫し、堤防が一部決壊するなど、現年災がござ

いましたので、前年度比38.0％の増となってお

ります。

下から２番目の諸支出金につきましては、消

費税増税に伴います地方消費税交付金の増によ

りまして、対前年度比14.8％の増でございます。

４ページをごらんだくさい。性質別内訳でご

ざいます。

まず、義務的経費につきましては、対前年度

比0.9％の増でございますが、内訳としましては、

人件費が2.5％の増、これは先ほど申し上げた25

年度が特例減額によりまして、25年度が減って

いたことによるものでございます。

投資的経費につきましては、総額で0.8％の増
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でございます。内訳としまして、普通建設事業

費、補助事業費は10.7％の減でございますが、

単独事業それから直轄事業負担金の増によりま

して、トータルでは0.3％の増となったところで

ございます。

その他の経費につきましては、積立金の欄が

大幅な減となっておりますが、国からの交付金

を財源とした基金積み立ての減によりまして、

対前年度比56.2％の減となったところでござい

ます。

私からの説明は以上でございます。

○髙林税務課長 県税及び地方消費税清算金の

決算につきまして御説明いたします。

決算特別委員会資料７ページをお開きくださ

い。

平成26年度の県税歳入決算は、最終予算額841

億9,000万円に対しまして、調定額が876億304万

円、収入済額が855億3,136万8,000円となってお

ります。収入済額は、前年度比103.1％となって

おり、その右の欄Ｃ―Ａにありますように、13

億4,136万8,000円の増となっております。

その右側に行きまして、不納欠損額は１

億9,786万5,000円、還付未済額は13万1,000円で

ございました。収入未済額につきましては、18

億7,393万7,000円となっており、昨年度より２

億4,830万円ほど圧縮しております。徴収率につ

きましては97.6％で、前年度より0.4ポイントほ

ど上昇しております。

次に、各税目の増減について御説明いたしま

す。資料の１ページにお戻りいただきたいと思

います。

県税収入全体では、表の中ほど、増減の欄の

ところにありますように、昨年度と比較いたし

まして、金額で26億794万5,000円、率にしまし

て3.1％の増となっております。

それでは、主な税目の増減理由について御説

明いたします。

まず、県民税のうち個人県民税につきまして

は、市町村が市町村民税と一緒に賦課徴収して

おります均等割及び所得割、県が課税いたしま

す株式会社等からの配当に課税する配当割、株

式の譲渡所得に課税します株式等譲渡所得割の

３つがございます。26年度は25年度と比較いた

しますと、５億6,151万1,000円の増となってお

ります。これは、配当割及び株式等譲渡所得割

の税率が３％から５％に改正されたことや、景

気の好転に伴い企業収益が伸びたことによる株

式等の配当がふえたこと、加えまして、均等割、

所得割につきましては、特別徴収の推進等によ

り増となったものでございます。

次に、法人県民税についてでございます。法

人県民税は４億9,669万2,000円の増となってお

ります。これは、製造業及び建設業等の業績が

好調に推移したことによるものでございます。

次に、中ほどの事業税のうち法人事業税につ

きましては、18億9,026万2,000円の増となって

おります。これは、法人県民税と同様に、製造

業及び建設業等の業績が好調に推移したことな

どによるものでございます。

その下の地方消費税につきましては、10

億9,358万8,000円の増となっております。これ

は、地方消費税の税率が平成26年４月１日から

１％から1.7％に改正されたことによるものでご

ざいます。

次の不動産取得税につきましては、１億5,777

万2,000円の減となっております。これは、大規

模建築物や不動産取引の減少等によるものと

思っております。

次に、自動車税につきましては、１億7,967

万7,000円の減となっております。これは、課税
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台数の減少によるものでございます。

また、自動車取得税につきましても、６億7,061

万8,000円の減となっております。これは、平成26

年４月１日から自動車取得税の税率が、自家用

車につきましては５％から３％に、軽自動車に

つきましては３％から２％に引き下げられたこ

とに加えまして、エコカー減税の非課税対象者

の登録が伸びたことによりまして、課税対象台

数が減少したこと等の影響によるものでござい

ます。

次に、軽油引取税につきましても、２億8,241

万6,000円の減となっております。これは、ディ

ーゼル車保有台数の減少に加えまして、公共工

事の減少、それと輸送量の減少等によりまして

軽油の消費が減少したことによるものでござい

ます。

その他の税目については、記載のとおりでご

ざいます。

最後に、地方消費税清算金についてでござい

ます。

地方消費税清算金につきましては、全国で納

付されました消費税のうち、地方消費税分を最

終消費地へ帰属させるために都道府県間で清算

を行うものでありますが、平成26年度の清算金

収入は252億5,752万7,000円と、25年度に比べま

して、金額にして44億1,330万4,000円の増、率

にしまして21.2％の増となっております。これ

は、地方消費税の税率が、平成26年４月１日か

ら１％から1.7％に改正されたこと等による増で

ございます。

説明は以上でございます。

○菓子野総務課長 それでは、総務課の歳出決

算状況について御説明いたします。

特別委員会資料11ページをお開きいただきた

いと思います。

総務課の決算額は、予算額12億720万9,000円

に対しまして、支出額は11億7,379万7,105円で

ございました。この結果、不用額は3,341万1,895

円、全体の執行率は97.2％となっております。

次に、主な不用額について御説明いたしま

す。12ページをお願いいたします。

まず、（目）一般管理費の不用額237万8,805円

でございます。これは、本年５月に実施されま

した行啓行事の事前調査に係る経費や政策調整

研究費の執行残でございます。

次に、（目）文書費の不用額460万1,874円であ

ります。これは、当課が集中管理しております

文書等の郵便・小包発送料、各種印刷機器類の

保守管理に伴う経費の執行残でございます。

次のページでございます。（目）財産管理費の

不用額2,581万6,636円でございます。

主な内容を申し上げます。需用費832万380円

は、本庁舎・各総合庁舎・特別公舎等で使用す

る光熱水費等の執行残でございます。

委託料1,176万9,571円は、庁舎の維持管理に

要する経費、未利用財産の処分に伴う調査・測

量経費等の執行残でございます。

負担金・補助及び交付金の不用額404万486円

でございますが、これは、企業局庁舎に係る知

事部局所管分の庁舎管理費負担金、これが見込

みよりも少なかったことによる執行残でござい

ます。

最後になりましたけれども、監査委員の決算

審査意見書に関して、報告すべき事項はござい

ません。

総務課の説明は以上でございます。

○片寄人事課長 人事課の歳出決算の状況につ

いて御説明いたします。

決算委員会資料の11ページに戻っていただき

たいと思います。
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人事課の計は、予算額41億9,917万8,000円、

支出済額39億5,362万1,154円、不用額２億4,555

万6,846円、執行率は94.2％となっております。

次に、主な不用額について御説明いたしま

す。14ページをお願いいたします。

（目）一般管理費でございますが、不用額

は6,317万7,123円でございまして、執行率は95.1

％となっております。その主なものといたしま

しては、職員手当等の不用額5,782万5,935円で

ございます。この職員手当等につきましては、

主に各課で予算計上しております時間外勤務手

当が、当該年度の業務の都合により、不足する

事態となった場合の調整のための予算を人事課

で一括計上しているものでございます。

26年度につきましては、12月に延岡市北川町

や宮崎市高岡町で鳥インフルエンザが発生した

ため、給与費を流用いたしまして、時間外手当

を確保いたしましたが、結果的にその後の発生

がなかったこと等による執行残でございます。

次に、（目）人事管理費でございます。不用額

は１億8,237万9,723円、執行率93.7％となって

おります。その主なものといたしましては、職

員手当等の不用額１億7,796万3,599円でござい

ます。これは、退職手当について退職者が見込

みより少なかったことによる執行残でございま

す。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はございません。

説明は以上でございます。

○吉村行政経営課長 行政経営課の歳出決算の

状況について御説明いたします。

決算特別委員会資料の11ページをお願いいた

します。

行政経営課計は、予算額１億841万9,000円、

支出済額１億734万8,994円、不用額107万６円で、

執行率は99.0％となっております。

詳細につきましては、資料の15ページのほう

になりますが、目の執行残が100万円以上のもの、

執行率が90％未満のものはございません。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はございません。

行政経営課は以上でございます。

○阪本財政課長 資料の11ページにお戻りくだ

さい。

予算額1,129億600万円余、支出済額1,124

億8,600万円余、執行率が99.6％でございます。

それから、11ページの特別会計につきましては、

予算額1,104億9,900万円余、支出済額1,104

億9,800万円余、執行率99.9％でございます。

19ページをごらんください。

今申し上げました一般会計、それから公債管

理特別会計を合計いたしまして、19ページの財

政課の計といたしまして、2,234億600万円余の

予算額に対しまして、支出済額2,229億8,500万

円余、不用額が４億2,100万円余、執行率が99.8

％でございます。

16ページをごらんください。主なものについ

て御説明いたします。

まず、（目）一般管理費でございます。執行率

が87.5％、不用額が３億3,300万円余となってお

ります。

まず、この一般管理費につきましては、財政

課の予算につきましても若干は含まれておりま

すが、その大宗は共通経費というものでござい

ます。これは、各課で予算措置をしております

が、年度途中等で緊急に必要となる場合がござ

います。そういった場合に備えまして、財政課

で一括して各節につきまして予算を計上してお

ります。

特に、償還金・利子及び割引料が一番金額が
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多いわけですけれども、これは県税、それから

国からの補助金の還付が生じる場合がございま

す。そういった場合につきまして、財政課で一

括、償還金・利子、割引料を計上しておりまし

て、必要に応じて各課に分任し執行するという

ことがございます。したがいまして、２月議会

後３月末まで、こういった共通経費の支出が想

定されますので、その分をストックしておいた

結果、この３億円余の不用額が出たものでござ

います。

次の17ページをごらんください。

（目）の財政管理費、それから財産管理費、

その次の公債費の中の（目）元金につきまして

は、該当ございません。

（目）利子につきまして、不用額5,482万円余

ございます。この内訳としまして、償還金・利

子及び割引料の5,400万円、これが全て不用額と

なっております。これは、県債を発行する際に、

銀行に対して割引料というものを支払う場合が

ございます。ここ数年は実は支払っておりませ

ん。したがいまして、これが県債発行が出納閉

鎖期間に銀行との交渉で発行、最終的に額を確

定しますが、その中で万が一といいましょうか、

割引料が発生する場合を想定して残しておりま

したが、結果として割引料は支払わなかったこ

とによるものでございます。

ページをおめくりいただきまして、予備費で

ございます。この予備費は、地方自治法の規定

によりまして、予算想定外の事項もしくはそれ

を超える事象が発生した場合に備えて、必ず計

上しなければならないこととなっておりまして、

毎年１億円を計上しております。中身としまし

て、一番右の説明欄に書いてありますように、

例えば解散総選挙に伴う緊急に要する経費、そ

れから１つ飛びまして、訴訟に伴う弁護士の経

費、こういった、ある意味政策的ではないもの

ですが、緊急に必要となる場合について、この

予備費を充用いたします。

結果、節の予備費の欄で、充用額が6,826

万3,000円余、これは各課に充用いたしまして、

財政課で１億円計上いたしますが、予算科目が

財政課の予備費から各課の当該執行する科目に

変更となりますので、その分、財政課の予算現

額が減額となりまして、予算現額としまして

は3,173万6,000円余、最終的にこの額が不用額

として残ったものでございます。したがいまし

て、執行率については空欄とさせていただいて

おります。

次に、19ページ、公債管理特別会計でござい

ます。この欄については、不用額についての該

当はございません。

最後に、歳入歳出決算審査意見書に関しまし

ては、財政課につきましては、指摘・要望事項

はございませんでした。

財政課は以上でございます。

○髙林税務課長 11ページにお戻りいただきた

いと思います。税務課は、予算額276億3,097

万4,000円、支出済額276億1,424万7,461円、不

用額は1,672万6,539円で、執行率は99.9％となっ

ております。

このうち、不用額の主なものについて御説明

いたします。資料の20ページをお開きいただき

たいと思います。

（目）税務総務費でございます。不用額は108

万6,226円、執行率は99.9％となっております。

これは、県税・総務事務所を含む税務職員の給

与、職員手当等が見込みを下回ったことによる

執行残でございます。

（目）賦課徴収費でございます。不用額は816

万4,283円、執行率は99.6％となっております。
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これは、県税・総務事務所及び税務課において

執行しております県税の賦課徴収に要する納税

通知書等の印刷費、郵送料、委託料などの事務

費の執行残でございます。

次に、21ページをごらんいただきたいと思い

ます。

（目）ゴルフ場利用税交付金でございます。

これは、ゴルフ場利用税の税収の10分の７をゴ

ルフ場の所在する市町村に交付するものでござ

います。予算額につきましては３億4,284万4,000

円、支出済額３億3,571万9,748円、不用額712

万4,252円、執行率は97.9％となっております。

これは、交付金の算定基礎となりますゴルフ場

利用税の収入額につきまして、見込みよりも収

入実績が少なかったことによるものでございま

す。

歳出決算状況に関する説明は以上でございま

す。

次に、監査における指摘事項についてでござ

います。

資料の33ページをお開きいただきたいと思い

ます。

（２）支出事務の１番目でございます。税務

課におきまして、平成26年度自動車二税賦課徴

収推進事業補助金において、交付決定事務が大

幅におくれていたとの御指摘でございます。こ

れは、平成26年４月７日付で補助金の交付決定

を行いましたが、補助金の交付が平成26年12月25

日とおくれたものでございます。

今後は、予算執行状況のチェック体制の強化

を図るなど、事務処理の進捗状況を管理し、予

算執行におくれが生じないよう、適切な事務処

理に努めてまいります。

次に、歳入歳出決算審査意見書において審査

の意見がございましたので、御説明いたします。

それでは、平成26年度宮崎県歳入歳出決算審

査意見書の５ページをお開きいただきたいと思

います。

４、収入の確保についての（１）県税収入の

確保についてでございます。ここの下から３行

目、中ほどに「特に」というところからでござ

いますが、ここを読み上げさせていただきます

と、「特に個人県民税の収入未済額は、県税の収

入未済額全体の約85％を占めていることから、

今後とも賦課徴収を行う市町村との連携を密に

して、効果的な徴収対策を講じられるよう要望

する」との御意見でございました。

個人県民税につきましては、県税全体の収入

額の約３割を占めておりますが、この収入未済

額は県税の収入未済額18億7,393万円余のうち、

約85％の15億9,347万円余となっております。こ

のため賦課徴収権を持つ市町村との徴収業務を

促進させるため、各県税・総務事務所におきま

して、市町村からの徴収引き継ぎを受けて行う

直接徴収や管内市町村との合同の徴収対策会議

を開催するとともに、税務課職員及び県税・総

務事務所職員の併任人事交流制度によりまして、

市町村に派遣するなどし、収入未済額の圧縮に

取り組んでいるところでございます。

さらに、平成23年度から取り組んでおります

個人住民税の特別徴収制度、いわゆる所得税と

同じように給与から天引きする制度でございま

す。この特別徴収制度の適正化につきましては、

個人県民税の現年度分の収入未済額を抑制し、

徴収率の向上につながりますことから、市町村

と一体となった取り組みを進めているところで

ございます。

今後とも、市町村とより一層の連携を図りな

がら、収入未済額の圧縮に努めてまいります。

税務課の説明は以上でございます。
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○平原市町村課長 決算特別委員会資料の11ペ

ージをお願いいたします。

市町村課につきましては、予算額31億1,698

万4,495円、支出済額29億1,115万5,544円、不用

額２億582万8,951円で、執行率は93.4％となっ

ております。

主な不用額について御説明いたします。23ペ

ージをお願いいたします。

まず、（目）市町村連絡調整費の不用額308

万4,302円についてであります。これは主に、市

町村課の業務運営に係ります需用費などの執行

残でございます。

次に、24ページをごらんください。

（目）選挙啓発費の不用額1,081万4,469円、

執行率61.8％についてであります。これは、昨

年12月に実施いたしました知事選挙の啓発業務

の委託を企画コンペによって行った結果、執行

残が生じたことなどによるものでございます。

次に、25ページをお願いいたします。

ここから26ページにかけまして、選挙執行に

関する経費が３点ございます。

まず、（目）知事選挙費につきましては、不用

額5,058万1,452円、執行率88.2％。次に、（目）

県議会議員選挙費につきましては、不用額3,174

万6,205円、執行率74.8％。次の26ページの（目）

衆議院議員選挙費につきましては、不用額１

億835万3,456円、執行率82.8％となっておりま

す。これらは、主に選挙ポスター掲示場の設置

経費など、市町村が行う選挙執行に要する費用

に対して交付しております市町村交付金ですと

か、職員の時間外勤務手当の執行残などが生じ

たものでございます。

なお、このうち、衆議院議員選挙につきまし

ては、全額国費となっております。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

主要施策の成果に関する報告書の51ページを

お開きください。

１の安心して生活できる社会の（１）連携・

協働による魅力ある地域づくりについてであり

ます。主な事業について御説明をいたします。

下の表のほうでございますが、まず、みやざ

き新生連携・協働でありますが、これは、県と

市町村との連携・協働を推進するため、知事と

市町村長が一堂に会する宮崎県・市町村連携推

進会議や、県内５ブロックにおける円卓トーク

を実施して、地域の抱える課題等について、知

事と市町村長との意見交換を実施したものでご

ざいます。

また、知事と市町村職員との意見交換会であ

る「役場でくるまｔｈｅ談義」を全市町村で行っ

たほか、市町村サポート事業として、９市町村

へ市町村課の職員が出向きまして、市町村の担

当者と当面する課題等について協議をし、必要

な助言を行ったところでございます。

次に、その下の市町村地域づくり支援資金貸

付でございます。これは、市町村が行います防

災・減災事業ですとか、行財政の健全化に向け

た施設整備事業等に対しまして無利子貸し付け

を行うものでございまして、昨年度は12団体に

対し、23件９億円の貸し付けを行いました。

次に、監査における指摘事項について御説明

をいたします。

決算特別委員会資料の33ページをお願いいた

します。

表の上段の（１）収入事務の上の指摘事項に

ついてでございます。これは、西臼杵支庁にお

きまして、職員宿舎の貸付料の未納者に対しま

して、財務規則で定められた督促状の発送や滞

納整理票の作成の手続を行わず、口頭で催告を
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いたしまして、納入をさせていたというもので

ございます。

今回の指摘を受けまして、関係職員に対し、

手続の徹底を指導いたしますとともに、職員宿

舎に居住する全職員に対しまして、期限内に支

払うよう、毎月電子メールで注意喚起を行って

おるところでございます。

この結果、現在まで未納は発生しておりませ

んが、このような指摘を受けることがないよう、

引き続き、期限内納入の徹底を図りますととも

に、規則に従った厳正な事務処理に努めてまい

りたいと考えております。

最後に、監査委員の決算審査意見書につきま

しては、特に報告すべきことはございません。

市町村課の説明は以上でございます。

○中原総務事務センター課長 それでは、総務

事務センターの歳出決算の状況について御説明

いたします。

決算特別委員会資料の11ページにお戻りいた

だきたいと思います。

総務事務センターの計は、予算額10億2,153

万4,000円、支出済額10億1,766万9,702円、不用

額386万4,298円、執行率は99.6％となっており

ます。

詳細につきましては、27ページに記載してお

りますが、目の執行残が100万円以上のもの及び

執行率が90％未満のものはございません。

また、監査委員の決算審査意見書につきまし

ても、特に報告すべき事項はございません。

総務事務センターは以上でございます。

○郡司危機管理局長 危機管理課の歳出決算の

状況について御説明いたします。

決算特別委員会資料の11ページをごらんいた

だきたいと思います。

危機管理課の計は、予算額５億1,994万9,000

円、支出済額４億2,749万806円、不用額9,245

万8,194円、執行率は82.2％でございます。

次に、不用額の主なものについて御説明をさ

せていただきます。29ページをごらんいただき

たいと思います。

（目）防災総務費につきましては、不用額が707

万7,552円となっておりまして、執行率が98.3％

でございます。不用額の主な理由といたしまし

ては、需用費の107万1,834円、備品購入費の318

万9,556円でございますが、これらは、災害対策

本部や地方支部等を設置する際に必要となりま

す物品、資機材の入札等による執行残でござい

ます。

次に、30ページをごらんいただきたいと思い

ます。

（目）救助費につきましては、不用額が8,512

万9,092円、執行率が4.9％となっております。

不用額の主な理由といたしましては、需用費

の431万92円、使用料及び手数料の173万9,000円、

負担金・補助及び交付金の5,000万円、積立金

の2,822万2,940円でございますが、これは、災

害救助法の適用となる災害が発生しなかったこ

とによる執行残でございます。

続きまして、主要施策の成果についてでござ

います。主要施策の成果に関する報告書53ペー

ジをごらんいただきたいと思います。

２、安全な暮らしが確保される社会を目標と

いたしまして、危機管理体制の確保に取り組ん

できたところでございます。

施策推進のための主な事業及び実績につきま

して御説明をさせていただきます。

まず、減災力強化支援につきましては、延べ11

市町33カ所の避難場所、避難経路等の整備に対

する補助、また、２市町５地区の夜間避難訓練

等に対する補助を行いまして、大規模災害に対
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する備えを促進したところでございます。

次に、県民防災力向上推進につきましては、

県内各地で防災士養成研修を開催し、防災士の

養成を行うとともに、防災士ネットワークの活

動支援や防災出前講座等を実施したところでご

ざいます。

続きまして、54ページをごらんいただきたい

と思います。

次に、新規事業の学んで備えて命を守る！減

災力強化総合啓発につきましては、県防災の日

フェアの開催や啓発資料を作成しまして、県内

小中学校の児童生徒に配布するなど、普及・啓

発を図ったところでございます。

次に、新規事業の総合防災訓練強化につきま

しては、伝達参集訓練や図上訓練を実施すると

ともに、南海トラフ巨大地震・津波を想定した

実践的な総合防災訓練を10月に延岡市、日向市、

門川町で実施したところでございます。

次に、施策の進捗状況についてでございます。

災害に対する備えをしている人の割合は、平

成26年度41.9％、自主防災組織率は82.7％となっ

ており、徐々にではございますが、防災意識・

危機管理意識の向上が図られてきているものと

考えております。

55ページをごらんいただきたいと思います。

施策の成果等につきまして、ポイントのみ御説

明をさせていただきます。

まず、①でございますが、避難場所等の整備

や津波避難訓練等に対する支援を行うことで、

減災力の充実・強化の取り組みを促進したこと。

②では、それぞれの地域で防災活動を行う中

核的な人材を育成したこと。

１つ飛びまして、④では、防災に関するフェ

アの実施や小中学校用の啓発資料作成・配布な

どを通じまして、県民の防災意識の向上を図っ

てきたこと。

⑤では、総合防災訓練を通じまして、各関係

機関の連携や体制の充実を図ったところでござ

います。

最後に、⑥でございますが、先ほど施策の進

捗状況でも御説明いたしましたが、災害時に県

民が的確に行動できるよう、防災知識の普及や

防災意識の啓発を図ってきたことによりまして、

災害に対する備えをしている人の割合は、徐々

に高くなってきておりますが、今年度からは、

新たに県政番組等を活用した啓発の強化に取り

組んでおりまして、県民の防災意識の一層の向

上が図られるよう努めてまいりたいと考えてお

ります。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はございません。

危機管理課は以上でございます。

○都原消防保安課長 それでは、消防保安課の

歳出決算の状況について御説明いたします。

決算特別委員会資料の11ページ、平成26年度

歳出決算課別集計表をごらんください。

消防保安課の計は、予算額29億7,211万1,000

円、支出済額25億5,655万6,874円、翌年度繰越

額３億7,800万円、不用額3,755万4,126円、執行

率86.0％で、繰越額を含めた執行率は98.7％と

なっております。

次に、主な不用額について御説明いたしま

す。31ページをごらんください。

（目）防災総務費につきましては、翌年度へ

の繰越額が３億7,800万円、不用額が3,362

万3,166円となり、執行率が85.7％となっており

ます。繰越額につきましては、新総合防災情報

ネットワーク整備事業におきまして、関係機関

との調整に日時を要したために繰り越しをした

ものであります。
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不用額の主な理由としましては、工事請負費

の2,502万9,913円でありますが、これは、中継

局電源設備整備工事で発電機の機器交換を予定

しておりましたが、オーバーホールの結果、機

器交換が不要となったことによる執行残等であ

ります。

次に、負担金・補助及び交付金の569万7,444

円でありますが、これは、防災救急ヘリコプタ

ー運航調整交付金の事業費の確定等による執行

残であります。

中ほどの（目）消防連絡調整費につきまして

は、不用額が376万2,118円となっております。

32ページをごらんください。不用額の主な理

由としましては、委託料の130万3,392円であり

ますが、これは、危険物取扱者・消防設備士の

免状交付に要する委託等の執行残であります。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

主なものを御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の56ページを

ごらんください。

２、安全な暮らしが確保される社会を目標と

しまして、（１）危機管理体制の確保に取り組ん

だところであります。具体的には、施策推進の

ための主な事業及び実績に示しております。

まず、新総合防災情報ネットワーク整備につ

きましては、防災行政無線設備等のシステムを

再構築するため、多重無線設備工事や260メガヘ

ルツデジタル無線設備整備工事等を発注いたし

ました。

次に、航空消防防災管理運営につきましては、

山岳海難事故者の救出や救急患者の搬送など県

民の安心な暮らしを確保するため、防災救急ヘ

リ「あおぞら」を運航しておりますが、平成26

年度中の緊急運航出動件数は合計で138件であり

ました。

なお、出動回数の広域応援につきましては、

熊本県、大分県、鹿児島県との相互応援による

ものであります。

次に、消防常備・広域化推進支援につきまし

ては、消防の広域化及び広域化を伴う消防常備

化に取り組む市町村等に対する補助をするもの

で、消防庁舎整備、消防資機材等に要する経費

を補助したところであります。

続きまして、57ページをごらんください。

次に、改善事業、地域消防防災活動支援につ

きましては、市町村、緊急消防援助隊及び女性

消防団員の資機材整備に対する補助を行い、消

防力の強化に努めたところであります。

次に、ふるさと消防団活性化支援につきまし

ては、消防団員の士気高揚と消防団の活性化を

図るため、団員等への知事表彰を行うとともに、

消防団員意見発表等を内容とする消防大会を開

催したところであります。

58ページをごらんください。

次に、施策の成果等につきまして、主なもの

の概要を御説明いたします。

①新総合防災情報ネットワーク整備につきま

しては、防災行政無線設備の老朽化に伴う更新

により、信頼性の向上や機能強化を図るもので

ありまして、平成26年度は、県と中継局及び県

総合庁舎間を結ぶ多重無線設備の更新並びに中

継局の局舎改修及び電源設備更新工事を行った

ところであります。

また、中継局等に監視カメラを設置し、リア

ルタイムに津波等の沿岸部監視や硫黄山等の監

視が可能となっております。

２つ飛びまして、④西臼杵３町による消防常

備化に係る初期的経費に対する支援を行い、平

成27年４月から西臼杵広域行政事務組合消防本

部の運用を開始したところであります。
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また、西都市・東児湯消防組合及び日南市・

串間市に対し、広域化の議論を進めるための事

務的経費を補助し、協議会が設置され、協議が

進んでおります。

⑤消防団の活性化につきましては、各種の表

彰やイベント開催など消防団員の士気高揚を図

るとともに、減少傾向にある消防団員の確保を

図り、広く県民に消防団活動に対する理解を得

るため、広報紙の作成や消防団員の出前講座に

よる団活動の紹介などに取り組んでいるところ

であります。

以上が成果等の概要でございます。

なお、決算審査意見書に関しましては、特に

報告すべき事項はございません。

消防保安課は以上でございます。よろしくお

願いします。

○清山主査 執行部の説明が終了しましたが、

委員の皆様から質疑はございませんか。

○来住委員 平成26年度の県税の滞納処分の状

況についてでございますけれども、例えば給与

だとか年金だとか、その他いろいろ差し押さえ

処分をしたりするんですけれども、その具体的

な26年度に関する滞納処分の状況について報告

をお願いしたいと思います。

○髙林税務課長 平成26年度に県税・総務事務

所が行った滞納処分でございますが、件数で

は2,528件、滞納税額で２億295万円余の財産の

差し押さえを行っているところでございます。

この主な内容といたしましては、預金や給与

等の債権差し押さえが件数で2,338件、滞納税額

で１億8,466万円余となっており、全体の約９割

以上を占めている状況でございます。

○来住委員 今報告されたものについて、例え

ば自動車のタイヤロックをしたりされてると思

うんですけれども、今言われたことを資料とし

て提出ができないか、お願いしたいと思います。

かなり細かいと思うんです。預金が幾ら、何が

幾らってなっていると思いますから、ちょっと

今メモをしっかりできない点がありましたので、

資料として求めたいと思いますけれども。

○清山主査 ただいま資料の要求がございまし

たが、すぐに用意できますか。

○髙林税務課長 資料として用意できますのは、

今申しました差し押さえをしました債権、給与

とか預金だとか、あと不動産。不動産の中に自

動車が入っております。そういった不動産の差

し押さえしたもの、あと、動産、これは例えば

軽自動車を押さえたものがございますので、そ

ういったものの表等は用意できるところでござ

います。

○清山主査 来住委員、よろしいですか。

○来住委員 それで出していただければありが

たいです。

○清山主査 それでは、用意でき次第、委員に

配付する形でよろしいですか。それでは、その

ようにお願いいたします。

ほかございますか。

○来住委員 監査委員の審査意見書の16ページ

に書いてあるんですけれども、県税の真ん中の

３、収入未済額の主なもの―個人県民税が15

億9,000万円ぐらいあるんですが。個人県民税で

すから、当然、市町村が窓口になって個人県民

税は徴収するわけですけれども、その中に、企

業だとか事業所が給料から徴収して、各市町村

に納められてくるものもあると思うんです。15

億円の個人県民税の収入未済額のうち企業や事

業所が預かっているけど納めてないというもの

は、つかんでいらっしゃるもんなんでしょうか。

それを聞きたかったんですけれども。

○髙林税務課長 御存じのとおり賦課徴収権が
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市町村にございますので、残念ながら、税務課

には、その資料はございません。

○来住委員 理解しました。

○清山主査 先ほどの来住委員からの資料要求

ですけれども、分科会として要求して各委員に

配付するという形でよろしいか、ここで各委員

にお諮りしたいんですが、よろしいですか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 異議なしということで、分科会と

して要求いたします。

ほかございますか。

○坂口委員 まず、これは財政課長に聞くべき

かな。説明資料の９ページ、さっきの説明で、

臨財債が毎年発行されていって、当然、発行年

度と返済年度で差はあるかもわかりませんけれ

ども、基本的には返済の利子元金がふえていく

ことになると思うんですよね。これで当然、特

別交付税は国からの臨財債の返済の部分で確実

にふえていかなきゃならん部分が出てくると思

うんですけれども。そのほかに、その年度の請

求して交付される特別交付税というのがあるか

ら、年度ごとに変わってはいるんですけれども、

確実に約束どおり返してくれているという感じ

でいいんですか。何かそこらが感覚的にですけ

れども、どうしても理解できない。そこを財政

課としてどんなふうにとられているのかな……。

今後、６％が５％、そして４％の通常枠にまで

戻っていくというようなことを考えたときに、

今まで国が約束していたことが今後とも履行さ

れる見通しは、今のところは心配ないんですか。

○阪本財政課長 まず、臨時財政対策債の償還

金につきまして、これは普通交付税の基準財政

需要額のほうで、一応100％算入はされておりま

す。今委員がおっしゃったとおり、今は特別交

付税は交付税総額の６％となっておりますが、

来年が５％、再来年から４％ということで縮減

はされます。その分については、基本的に―

私どもも半分期待ですけれども―今までルー

ル分で特別交付税で措置されていたものが普通

交付税化される。したがって、これまで約束さ

れていたものについては、引き続き措置してい

ただけるものと考えているところでございます。

○坂口委員 勘違いしとった。臨財債はそうで

すね、普通交付税……。突発的な予備費等から

出ていった分ということですね。ありがとうご

ざいました。

そして、もう一つ、危機管理局で。これも参

考までに、テクニックとしてですけれども、こ

とし年度初めに宮崎市佐土原町の避難タワーを

見に行ったんですが、そこへの補助がどうって

いうんじゃないんですけれども、多分宮崎市は26

年度の決算の中で、建設費が出てくることにな

るんじゃないかと思うんですよね。今回の県費

補助は、特別枠からの補助だった気がするんで

す。それで、市の決算と県の決算との整合は、

会計上、どんなテクニックで整理していくこと

になるんですかね。

○郡司危機管理局長 宮崎市では、26年度に避

難タワーを２基ほど完成されておりますが、避

難タワーに対する支援につきましては、交付金

という形で取り扱わせていただきたいと考えて

おります。したがいまして、26年度に終わった

事業につきましても、あくまでも避難タワーの

建設費を算定基礎として、避難対策に要する経

費ということで交付金としての取り扱いという

ことで考えております。財源は大規模災害対策

基金から拠出をするという形になります。

○坂口委員 そうなると、その県の基金の造成

年度とその支出対象の市の支出と予算決定との

時間差、そこのところの整合というのは、両自
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治体間での整合というのは特に関係ないですか。

意思決定の時間の差を言っているんですよ。

○郡司危機管理局長 県の交付金は、いわゆる

避難タワーに対する整備補助、直接的な補助で

はございませんので、あくまでも避難タワーに

要した経費を算定基礎として交付金を計算する

というものでございまして、その交付金の使途

は、市町村の避難対策に充てていただくという

ことで考えておりますので、年次がまたがって

も支障はないかと思っております。

○坂口委員 そうすると、26年度分が28年度、

あるいは27年度の会計が始まった中途の時点で、

うちもそういう避難関連の事業をやったんだと

いうことで、仮に県に申請があったとすると、

それらはことごとく今後受け付けていくことに

なる。通常のあり方としては、需要があったも

のを全てテーブルの上に乗せて、補助率とか補

助額とか、それから優先性を決定していくこと

になるけれども、その考え方だと、個別対応に

なっていきますよね。そこのところの整合をさ

せるという……。片方が整合しても、片方が整

合しないというのは、これはちょっとうまくな

いんじゃないかと思うんです。だから、今後さ

かのぼってき出すこと―タワーに限らず、階

段の設置とか、あるいは道路の確保とか―そ

ういったことの整理はどんなふうにされるのか

なって。この予算がけしからんというんじゃな

いんです。そこらの基本的な考え方を持っとか

ないといけないなということ。

○郡司危機管理局長 避難タワーに対する支援、

いわゆる避難に対する支援につきましては、ま

ず、国が市町村の緊急事業計画を承認いたしま

す。その緊急事業計画に避難タワーの整備計画

が記載されますので、県といたしましては、事

前にタワーの計画があるのは把握できますので、

後は交付金を出す際に実際にかかった経費を契

約書等に基づきまして確認をさせていただいて、

交付金を交付するという段取りになろうかと

思っております。

○坂口委員 何か差が出てきそうな気がしたか

らですね。結構です。

○清山主査 ここで先ほど来住委員から要求が

ありました資料を各委員に配付していただきま

したが、何か課長からこれに関して説明がござ

いますか。

○髙林税務課長 先ほどタイヤロックのお話が

委員からもございましたけれども、タイヤロッ

ク等につきましては手法でございますので、件

数といたしましては、例えば不動産で普通自動

車を含むというところがございますけれども、

こういったところに入っております。実際のと

ころ、タイヤロックにつきましては、26年度の

実績では、42件ほど実施をしているところでご

ざいます。

説明は以上でございます。

○丸山委員 監査委員の審査意見書の５ページ

で県税の収入確保について、市町村との連携を

密にしていきたいということも書いてあるんで

すけれども、実際、各市町村で見たときに、徴

収がうまくいっている市町村とうまくいってい

ない市町村といったら表現が好ましくないかも

しれませんけれども、どれくらいの差があるの

かがわかっていれば、教えていただくとありが

たいんですけれども。

○髙林税務課長 その差については、資料等は

ないですけれども、個人県民税の対策で、今、

県で取り組んでいることにつきまして、御説明

させていただきます。地方税法の48条により、

市町村ではなかなか取りにくい案件については、

県税事務所に引き継ぎまして徴収する方法を
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とっておりまして、26年度は16の市町村から354

件、約7,000万円ほど引き継いで県税で滞納処分

なりとか、いろいろやっているところでござい

ます。

また、もう一つは、県と市町村との併任人事

交流を行っておりまして、18市町村に延べ115名

職員を派遣する形にしております。そういう形

で実際に県税の職員が市町村に参りまして、例

えば、市町村がタイヤロックをするとか、合同

公売会を行うということになれば、県としての

ノウハウをお示しして、それで技術力をアップ

させるようなことをしているところでございま

す。そういった形で市町村と連携しながら、徴

収率のアップに努めているところでございます。

それと、先ほどの委員からの御質問ですけれ

ども、市町村課長から御説明いたします。

○平原市町村課長 個人住民税の徴収率の状況

でございますが、今決算をやってるところで速

報値でございますけれども、一番高いところ

は100％でございます。一番低いところが89.2％

が２町ございます。

以上でございます。

○丸山委員 10ポイント以上差があるというこ

とは、かなり大きな差かなと思っておりますの

で、県と市町村が連携しながら、しっかりと取

り組んでいただきたいと思います。あと、税金

を納めるというのは、義務だと思っております

ので、その義務がしっかり果たせるような連携

をしっかりやっていただいて、また、逆にこの

ように滞納し、事務がそこに発生するというこ

とになると、事務費もふえてしまうというよう

なことがあって、負のシステムになってしまう

と思うもんですから、市町村としっかりと取り

組んでいただきたいと思っております。

主要施策の報告書の54ページ前後で、お伺い

したいんですけれども。災害に対する備えをし

ている割合のところで、41.9ポイントまで伸び

てきてますよと書いてあるんですが、これもま

た市町村の比較になってしまって大変恐縮なん

ですけれども、海岸線のほうが例えば備えが高

いとか、そういった市町村で差があるというこ

とはわかるものなんでしょうか。

○郡司危機管理局長 この災害に対する備えを

している人の割合の調査につきましては、総合

政策部で、宮崎県在住の20歳以上の方から3,500

人を無作為抽出をしてアンケートを実施した結

果でございますので、市町村ごとのデータは把

握をしておりません、申しわけございません。

○丸山委員 できれば市町村で、どこがどうい

うふうになっているのか、もしわかれば、市町

村と連携しながら備えを強化したほうがいい地

区、特に悪い地区があれば、その辺をもっとう

まくしていっていただいたほうがいいんではな

いかと思っておりますので、その辺はやってい

ただきたいと思っております。

また、下のほうの防災組織率というのが、加

入率、自治会に加入しているとしてないのかで、

これは変わったんじゃないかと、何か昔議論し

たことがありまして。自治会に加入してないと

入らないというのがあって、それの整理は今ど

うなっているんでしょうか。

○郡司危機管理局長 この自主防災組織率の出

し方なんですけれども、これの出典は消防白書

なんですが、宮崎県全世帯に対する自主防災組

織が活動している範囲の地域の世帯数という比

率でございます。したがいまして、自治会に加

入しているかどうかというデータではございま

せん。

○丸山委員 最近、自治会に入ってない方も多

くなっていて、実際、活動ができないんじゃな
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いかなという気がするもんですから、その辺を

しっかりと活動していただけるようにしないと、

いざというときに、ほとんど動かない、率はこ

んなにあるけれども、実際は動かないというの

が想定されるもんですから、その辺の体制づく

りにしっかりと取り組んでいただきたいと思っ

ております。

○郡司危機管理局長 ちょっと補足をさせてい

ただきますと、この自主防災組織率は、消防庁

の調査で定義がございまして、実際に活動体制

にあることが条件になっておりますので、私ど

もとしては、稼働する組織率ということで理解

しております。

○来住委員 監査委員の審査意見書の12ページ。

下のほうに育成者権とあるんですけれども、こ

れはどんな内容なんでしょうか。

○菓子野総務課長 この育成者権ですけれども、

農業試験場とかでスイートピーですとか稲とか、

いろんな新しい品種をつくります。それを育て

た人たちの権利といいますか、そういったもの

を県として認めているという状況でございます。

○来住委員 わかりました。税務課にもう一回

戻りますけれども。さっきいただいた資料で、

例えば、預金で差し押さえたものが1,918件、金

額は約１億4,000万円程度ですけれども、1,918

件で、滞納されている金額が多分１億4,000万だ

と思います。実際に差し押さえして換金したも

のが1,892件で、約6,000万円程度換金したと理

解すればいいんだろうと思うんですが。それで、

給与ですけれども、給与を実際に差し押さえし

て換金したものが89件、358万円となっているん

ですよね。宮崎県全体から見れば、決して僕は

この数字は大きいとは思わないんですが、税を

どうかけるか、幾ら賦課するか。これは自治体

としては非常に重要な内容を持つものだと思い

ます。

それから、納税する側、県民側から見たら、

自分が納入すべき税をどういう形で納めていく

かというのは、当然これは、その地方自治体の

一主権者として、県の場合だったら県政に、市

町村だったら市町村に、その政治に実際に自分

が参加していく重要な内容を持つと思うんです。

こういう点から見て、特に給料を差し押さえ

するということになりますと、その方がその工

場、その会社におれなくなる可能性が出てきま

す。例えば89件押さえて、358万円の換金をして

いますけれども、しかし、実際はもっとあるは

ずですよね。100％換金できなかったと思うんで

すよ。そうすると、給料ですから、その方は当

然、引き続き、事業主とよく相談して、事業主

がいいよと、頑張れよって、引き続きうちの会

社で働きながら、ちゃんと税金を納めなさいよ

というように激励してくれればありがたいこと

ですけれども、逆にそうやって差し押さえされ

たことによって、いわゆる気まずくなって、そ

の会社におれなくなる。その会社におれなくな

るということは、現実には税を納められなくな

りますよね。そういう点では、もちろん皆さん

のところですから、慎重を期していらっしゃる

と思うんですけれども、その辺についての何か

基本的なお考えなどがあるのかなと思うんで、

ここはぜひ何か。

もちろん世の中には非常に不誠実な方もい

らっしゃいますから、公平性を保つためには、

必要なときには強制処分をしなきゃならんこと

が当然起こるんですけれども。僕が今申し上げ

た点についてのお考えなどがあれば、出してい

ただきたいと思うんですけれども。

○髙林税務課長 今の御質問でございますけれ

ども、我々税務職員は、御存じのとおり税務負



- 21 -

平成27年10月２日(金)

担の公平性とか収入確保の観点から、収入未済

額の圧縮について重要な課題と認識しておりま

して、財産調査とか滞納処分に早期着手して、

滞納整理に努めているところでございます。先

ほどお手元にお配りしました表のとおり、給与、

預金等がございます。委員からお話のありまし

た給与差し押さえにつきましても、実務といた

しましては、どの差し押さえを選ぶのも自由な

んですが、預金差し押さえ、一番現金化できて

すぐ入りますので、まずは預金等に着手するの

が通常だと思います。その上でどうしてもない

場合について、給与差し押さえという形になる

と思いますけれども、その前の段階で、滞納整

理の手順について、簡単に御説明させていただ

きたいと思います。

例えば、ことしの自動車税について申し上げ

させていただきますと、５月の初旬、ことしで

したら５月１日に納税通知書を発付しまして、

５月末が土日でしたので、６月１日が納期期限

でございます。それでも納付されない方につき

ましては、６月の下旬、ことしは６月26日に督

促状を発付しまして、納期限を７月13日にして

おります。

実は督促状を発付してから10日間を経過した

日までに納付がなければ、差し押さえをしなさ

いという税法上の文言がございます。ただ、か

といって、すぐするわけじゃなくて、督促状で

も納付されない方につきましては、実は８月の

初旬に催告書をお送りいたします。この催告書

には、催告書（財産調査予告書）という文言を

つけております。そして、納付期限を８月31日

までとしておりまして、ある程度大きい文字で、

「あなたのさきの自動車税につきましては、い

まだに納付が確認できておりません。納付され

ない場合については、預金とか給与とか滞納処

分の手続を開始することになりますので、至急

納付してください。すぐに納められない御事情

がある場合は、県税・総務事務所に御相談して

ください」という文言を入れて送付しておりま

す。それでも納付されない方につきまして、各

担当者が電話とか文書とかで催告して、財産調

査という形で着手するわけなんです。

ことしの状況を見ますと、この催告書を送っ

た８月末までの段階で、徴収率が現年度で95％。

この段階でほとんどの方が納めていただいてお

りまして、残り５％の分、税額でいきますので、

人数はすぐには出ないんですけれども、大方は

この段階で納めていただけるんです。それでも

どうしても納めない方について、差し押さえ等

をやむを得なくさせていただくという状況でご

ざいます。ただ、やみくもにやるのではなくて、

いろんな財産を調べたりして差し押さえをする

ような形、その辺の配慮は考えながらやってい

るところでございます。

説明は以上でございます。

○来住委員 配慮をお願いしておきたいと思う

んです。県税だけならまだいいんですけれども。

僕が言うのは、非常に悪質な人は別ですよ、こ

れは全く論外ですけれども、そうでない方々、

税を納められないという人の中に、県税だけで

なくて、多分、国民健康保険税だとかその他の

税金も相当ありますので、そういう点ではぜひ

慎重にひとつやっていただきたいということを

お願いしたいと思います。

○丸山委員 主要施策報告書の58ページの④に、

西都市と東児湯、また日南市と串間市が広域化

に向けた議論が、とあるんですが、広域化計画

は、一回ぽしゃったというイメージを持ってい

たんですけれども、まだ広域計画―以前は県

内を３つにするとかいう非常に激しい計画だっ
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たと認識していたんですが、それがなかなかう

まくいかなくて、もうなくなってると認識して

いたんですけれども、県としては広域計画を進

めていきたいというのが、やはりあるというこ

とでよろしいんでしょうか。

○都原消防保安課長 ただいまの御質問ですけ

れども、結論からいうと、今も広域化の議論は

進んでおります。丸山委員から今御指摘のあっ

たのは、平成20年に策定された広域化計画で、

このときは県内を一消防本部にする、あるいは

３つに分けるという２つの案がございましたが、

結果的に、平成24年の一応の結論として、その

時点では、まだこの２つの案の広域化はできな

いと。ただ、完全に否定するわけではないとい

うことで、一旦は振り出しに戻りました。

それまでは、平成20年から24年までの間に広

域化をという国の方針がございましたが、今度

は平成25年から平成30年までの間にもう一度基

準を若干変えまして、新たな広域化の計画が平

成25年度、具体的にいいますと、平成26年の３

月につくられております。先ほど御報告したの

は、その計画に基づくものでありまして、既に

西臼杵３町については常備化を伴う広域化とい

うことで、本年４月に業務が開始されました。

あと２つ、重点地域として西都・東児湯、もう

一つが日南と串間、この２地域が指定されてお

りまして、協議を今進めているところでござい

ます。

○丸山委員 そうなりますと、県としての考え

方は、重点化地区というのは、この２地区だけ

ということでよろしいんでしょうか。

○都原消防保安課長 現在のところはこの２つ

の組み合わせです。それだけでございます。

○丸山委員 私もまだ詳しくないんですけれど

も、広域化をどういう基準でやっているのか、

広域化する利点やマイナスの部分、機材がどう

なのか、また、それに対する人員が今どれぐら

いの比率なのか、それで全然違ってくるんじゃ

ないかと思ってます。消防がうまく機能するよ

うに、県として進めたいというのはわかるんで

すけれども、本当にそれでいいのか、どういう

取り合わせがいいのかと。先行事例を調査・視

察してますが、どの辺に先進事例があったと。

協議会がどこに行ったのかを教えていただくと

ありがたいんですが。

○都原消防保安課長 済みません、今手元に資

料がございませんけれども、それぞれの協議会

において、全国の広域化された消防本部、こち

らに行きたいという希望に沿って、昨年度、両

方の地域で―消防保安課も一緒に行きました

が―視察を行っております。

具体的には、平成26年度実績としては、日南、

串間市の協議会が、米沢市の置賜行政事務組合

消防本部、上尾市の消防本部、北はりま消防本

部などの視察を行っております。

もう一つの東児湯消防組合と西都市消防広域

化協議会が、南但消防本部と神戸市消防局、砺

波市の消防本部、富山県高岡市などをそれぞれ

視察を行っております。

○丸山委員 より充実した消防体制ができるよ

うに指導、助言をしていただくようお願いしま

す。

○来住委員 報告書の56ページで、航空消防防

災管理運営で、防災ヘリの緊急出動が、26年度

が138件と報告されました。私が知っている２人

の方が、この138件の中に入ってまして、農業従

事してて、それで事故に遭いまして、助かった

んですよね。都城ですからヘリで運んでいただ

いて、一人の人はまだ若いんです、30歳ぐらい

ですけれども。植物人間になるだろうと言われ
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ておりまして、意識も全く戻っておりませんで

したけれども。しかし、人間は強いもんですね、

こちら側が言うことはわかるそうです。しかし、

本人は言葉として出せない状況なんですけれど

も。ただ、寝たきりですから、農業してました

けれども、筋肉を使わないですから、だんだん

退化はしてるんです。しかし、家族は望みを持っ

てやっているんです。いずれにいたしましても、

ヘリによって命が救われたという事例なんです

けれども。

ちなみに平成26年度は138件出動されて、もち

ろん広域応援とかも入っているんですけれども、

ここ数年の推移としては、この出動回数が、ど

んな状況なのかなと思うんです。何か参考まで

に教えていただければ、ありがたいなと思いま

す。

○都原消防保安課長 平成26年度は138件、その

前年度は114件ですけれども、大体その中間ぐら

いで、この２～３年は推移しております。

○来住委員 ありがとうございます。結構です。

○新見委員 一点だけお尋ねしたいと思います。

主要施策の成果に関する報告書の51ページで

す。市町村課の分ですが、市町村地域づくり支

援資金貸付を見ますと、25年度の決算、そして26

年度の予算・決算、27年度の予算、全て９億円

と同じ金額になっております。この事業の内容

を見ると、市町村が当面する課題を解決するた

めの事業、そして、県の施策を推進する事業と

いうことで２種類あるようですが、市町村への

貸し付けの状況を見ると、団体数が12団体なの

に件数は23件ということで、この事業の内容が、

いま一つ明確になりませんので、その部分を教

えていただければと思います。

○平原市町村課長 事業の内容につきましては、

一つが防災・減災事業、行財政改革関係の施設

の改善事業、地域の活力創出事業、県の重点施

策を推進する、それと、それ以外ということで、

市町村が交付税が措置されるような有利な起債

をするんですが、それが使えないような事業と

か、起債をする場合は、非常に国との関係とか

もあって日程的に限られているものですから、

それ以降に必要になったものとかにできるだけ

柔軟に活用していただく形でやっております。

その中で今言われた県の重点施策とかでいい

ますと、昨年度は綾町さんで肉用牛総合支援セ

ンターの整備をされましたけれども、これに対

しての貸し付けとか、あと東児湯消防組合で分

遣所の外構工事をしたんですが、そのようなも

のに対して貸し付けをいたしております。

○新見委員 ぴったりこの９億円になるのがよ

くわからないんですけれども。

○平原市町村課長 予算枠がございますので、

全体の要望の中である程度端数は最終的に調整

させていただいて、９億円の予算の中で貸し付

けているという状況でございます。

○新見委員 わかりました。

○清山主査 ほかございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、ないようですので、以

上をもって総務部を終了いたします。執行部の

皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時58分休憩

午後２時59分再開

○清山主査 分科会を再開いたしますが、皆様

にお伺いいたします。

本日の審査内容を踏まえて、何か御意見があ

ればお願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕
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○清山主査 それでは、ないようですので、次

回の分科会は10月５日、来週の月曜日午前10時

に再開して、総合政策部の審査を行うこととい

たします。

その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、何もないようですので、

以上をもって本日の分科会を終了いたします。

午後３時０分散会
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午前９時59分再開

出席委員（７人）

主 査 清 山 知 憲

副 主 査 島 田 俊 光

委 員 坂 口 博 美

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 満 行 潤 一

委 員 新 見 昌 安

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 茂 雄 二

総合政策部次長
金 子 洋 士

（政策推進担当）

総合政策部次長
興 梠 正 明

（県民生活担当）

部参事兼総合政策課長 井 手 義 哉

秘 書 広 報 課 長 中 原 光 晴

広 報 戦 略 室 長 菊 池 修 一

統 計 調 査 課 長 奥 野 厚 子

総 合 交 通 課 長 野 口 和 彦

中山間･地域政策課長 石 崎 敬 三

フードビジネス
黒 木 義 博

推 進 課 長

生 活 ・ 協 働 ・
村 上 悦 子

男 女 参 画 課 長

交通･地域安全対策監 壹 岐 幸 啓

文 化 文 教 課 長 神 菊 憲 一

人権同和対策課長 吉 田 信 夫

情 報 政 策 課 長 青出木 和 也

会計管理局

会 計 管 理 者 舟 田 美揮子

会計管理局次長 酒 井 正 英

局参事兼会計課長 井 上 直 三

人事委員会事務局

事 務 局 長 亀 田 博 昭

総 務 課 長 藪 田 亨

職 員 課 長 和 田 括 伸

監査事務局

事 務 局 長 小八重 英

監 査 第 一 課 長 青 山 新 吾

監 査 第 二 課 長 佐 野 由 藏

議会事務局

事 務 局 長 日 隈 俊 郎

事 務 局 次 長 奥 野 信 利

総 務 課 長 上 山 伸 二

議 事 課 長 亀 澤 保 彦

政 策 調 査 課 長 外 山 景 一

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 日 髙 真 吾

○清山主査 分科会を再開いたします。

平成26年度決算について部長の説明を求めま

す。

○茂総合政策部長 おはようございます。

それでは、平成26年度の決算につきまして、

お手元の決算特別委員会資料に基づきまして御

説明いたします。

１ページをお開きください。

これは、県総合計画未来みやざき創造プラン

平成27年10月５日(月)
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のうち、総合政策部に関連します主要施策につ

いて、体系表にしたものでございます。この体

系表に基づきまして、右側の施策の柱ごとに概

要を御説明いたします。

初めに、人づくりであります。

魅力ある教育を支える体制や環境の整備・充

実といたしまして、私立学校振興費補助金や私

立高等学校等就学支援金等によりまして、私立

学校の特色ある教育の振興や私立高校生等を持

つ世帯に対して、教育費負担の軽減を図ったと

ころであります。

次の文化の振興では、宮崎国際音楽祭の開催

や市町村が実施する文化事業への助成を行うな

ど、多くの県民がさまざまな機会を通じて文化

に親しむことのできる環境の整備に努めたとこ

ろであります。

次に、男女共同参画社会の推進でありますが、

地域で男女共同参画の推進活動に取り組むリー

ダーの養成や市町村担当者を対象とした研修会、

男女共同参画センターの専門相談員による再就

職や起業、キャリアアップ等の女性の活躍支援

を行うとともに、女性が意欲と能力を発揮でき

る就業環境づくりを推進する企業向けフォーラ

ムを県内３地域で開催したところであります。

次のＮＰＯや企業、ボランティア等多様な主

体による社会貢献活動の促進でありますが、Ｎ

ＰＯを対象とした研修会や協働商談会等を開催

しますとともに、県職員を対象とした協働講座

の開催や提案公募型事業に取り組むなど、ＮＰ

Ｏ等との協働の推進を図ったところであります。

また、次の人権意識の高揚と差別意識の解消

では、県民や企業・団体等を対象とした研修会

の開催や児童・生徒を対象とした人権作品の募

集など、さまざまな人権問題に対する啓発事業、

相談事業等を実施し、人権意識の高揚を図った

ところであります。

続きまして、２ページをごらんください。

くらしづくりであります。

まず、安心で快適な生活環境の確保でありま

すが、消費者啓発講座の開催や消費生活相談員

の配置など、消費者被害の未然防止や解決支援

に努めますとともに、消費者行政活性化基金を

活用しまして、消費者啓発の強化や市町村が行

う相談窓口整備等の事業の支援に取り組んだと

ころであります。

次の、快適で人にやさしい生活・空間づくり

では、ユニバーサルデザインの普及・啓発を推

進するため、アイデアコンクールや取り組み状

況調査を実施したところであります。

次に、地域交通の確保でありますが、日常生

活に必要なバス路線の維持・確保に努めますと

ともに、バス路線活性化の調査事業を行う市町

村の支援に取り組んだところであります。

次の情報通信基盤の充実及び利活用の促進で

は、各種広報媒体を通じた広報活動により、広

く県民に県政に関する情報の提供を行ったとこ

ろであります。

また、社会保障・税番号制度におきまして、

国や他自治体と情報連携するために必要となり

ますシステムの基本設計を実施しますとともに、

携帯電話等エリア整備事業によりまして、サー

ビス未提供地域の解消に努めたところでありま

す。

次に、中山間地域の活性化では、中山間地域

振興計画に基づいた全庁的な施策の推進を図り

ますとともに、県民運動の推進や地域資源を活

用した商品開発等をテーマとしたセミナーの開

催、集落と市町村が協働して取り組む事業への

支援など、中山間地域の活性化に向けた取り組

みを行ったところであります。
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次に、連携・協働による魅力ある地域づくり

でありますが、市町村と地域住民が一体となっ

た地域づくりを支援しますとともに、持続可能

な地域づくりのために市町村が連携して取り組

む事業に対する交付金による支援のほか、移住

促進のため、市町村の受け入れ体制充実の取り

組みに対する支援を行ったところであります。

次に、安全で安心なまちづくりでありますが、

幼稚園、保育所等へのアドバイザーの派遣や地

域安全に関する情報発信や啓発を行うなど、犯

罪のない安全で安心なまちづくりの推進に努め

るとともに、交通安全対策の推進としてマスメ

ディアを活用した効果的な広報・啓発を行い、

交通安全思想の普及と交通事故の防止に取り組

んだところであります。

続きまして、３ページをごらんください。

産業づくりについてであります。

まず、産業間・産学官連携による新事業・新

産業の展開では、みやざきフードビジネス振興

構想を推進するため、県内産学金官による全県

的な推進体制を整備するとともに、10のテーマ

を設定したフードビジネスプロジェクトに、庁

内外の関係機関が連携して取り組んだところで

あります。

また、国の補助事業を活用しまして、フード

ビジネス相談ステーションの設置や人材育成等

を支援したところであります。

次の県境を越えた交流・連携の推進では、全

国・九州地方知事会等を通じまして、各県と広

域的な連携強化を図り、共通する課題や具体的

施策について検討、実施したところであります。

交通ネットワークの整備・充実につきまして

は、各公共交通機関の利用促進を図るとともに、

国及び関係会社への要望活動を行うなど、陸・

海・空の輸送機能の維持・充実に努めたところ

であります。

また、県内の港や駅を利用して、トラック輸

送から海上輸送や鉄道輸送にシフトする貨物に

対して助成を行い、県内の港等への荷寄せによ

る物流の効率化を推進したところであります。

次に、その他であります。

重要施策の総合企画と総合調整では、平成23

年に策定しました県総合計画について、長期ビ

ジョンを改定するとともに、アクションプラン

の策定を進めたほか、県総合計画を展開するた

めの調査や政策評価による検証を行ったところ

であります。

また、広い意味での地産地消を推進するため、

地産地消や100万泊、中山間地域振興の３つの県

民運動について、普及・啓発を行ったところで

あります。

さらに、地域を支える人財の育成・活躍を支

援するため、総額20億円の基金を設置したとこ

ろであります。

次の県民目線による行政サービスの向上では、

知事とのふれあいフォーラム等を通じまして、

県民のさまざまな意見や要望等を把握し、県政

への反映に努めたところであります。

最後に、各種統計調査の実施でありますが、

統計セミナーや親子統計グラフ教室、統計グラ

フコンクール等を開催し、統計の普及啓発を図

るとともに、経済センサス基礎調査、農林業セ

ンサスなど各種統計調査を実施し、本県の施策

立案に資する基礎資料の収集に努めたところで

あります。

次に、４ページをごらんください。

平成26年度の決算の状況についてであります。

総合政策部全体といたしましては、一般会計、

特別会計を合わせて、この表の一番下の欄です

が、予算額146億2,002万7,000円、支出済額137
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億7,592万4,567円、翌年度繰越額が５億6,427

万7,000円、不用額が２億7,982万5,433円となり

まして、執行率は94.2％で、翌年度への繰越額

を含めますと98.1％であります。

最後に、36ページをお開きください。

平成26年度の総合政策部の監査の結果でござ

います。

指摘事項が２件、注意事項が２件ございまし

たので、直ちに改善に努めたところでございま

す。このうち２件の指摘事項につきましては、

後ほど、関係課長から説明させていただきます。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべきことはございません。

以上、概要について御説明いたしましたが、

詳細につきましては各課長から説明させますの

で、よろしくお願いいたします。

私からの説明は以上でございます。

○清山主査 部長の説明が終了いたしました。

これより、総合政策課、秘書広報課、統計調

査課、総合交通課、中山間・地域政策課、フー

ドビジネス推進課の審査を行います。平成26年

度決算について、各課の説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○井手総合政策課長 総合政策課でございます。

平成26年度予算に係る決算の状況等について

御説明いたします。

お手元の平成26年度決算特別委員会資料の４

ページをお開きいただきたいと思います。

総合政策課は、一般会計と開発事業特別資金

特別会計の２つの会計がございます。

まず、一般会計からでございます。予算額28

億599万7,000円に対しまして、支出済額27

億2,823万1,502円で、翌年度への繰越額が7,213

万4,000円、不用額は563万1,498円、執行率は97.2

％。なお、翌年度への繰越額を含めますと99.8

％となっております。

次に、開発事業特別資金特別会計でございま

す。予算額3,074万7,000円に対しまして、支出

済額1,917万1,000円で不用額は1,157万6,000円、

執行率は62.4％となっております。

次に、６ページをお開きください。

当課の決算事項別の明細は、６ページから８

ページに掲載をしております。このうち、目の

不用額が100万円以上のもの、または執行率90％

未満のものについて御説明いたします。

まず、一般会計についてでございます。

６ページの（目）企画総務費の不用額394

万5,333円でございます。この不用額の主なもの

は、旅費186万1,379円でありますが、これは、

当課の出張旅費や県外の３事務所における宮崎

との連絡旅費等に執行残が生じたものでござい

ます。

また、需用費85万3,148円につきましては、当

課や県外事務所における水道光熱費等の執行残

でございます。

また、７ページになりますが、（目）計画調査

費の不用額168万6,165円でございます。この不

用額の主なものは、旅費54万8,747円、需用費64

万2,007円でございますが、総合計画策定、また

戦略展開に係る事務費等の執行残でございます。

次に、開発事業特別資金特別会計についてで

ございます。

８ページをごらんください。（目）他会計繰出

金の不用額1,157万6,000円、執行率62.4％でご

ざいます。これは、一般会計に繰り出した事業

のうち、主に農政水産部所管でございますが、

施設園芸用燃料の木質バイオマス転換加速化事

業につきまして、当初見込みより対象となる事

業が少なかったことによる執行残でございます。
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なお、不用額につきましては、開発事業特別

資金積立金に積み戻しを行ったところでござい

ます。

続きまして、平成26年度の主要施策の成果に

ついて御説明を差し上げます。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の９

ページになります。

まず、人づくりのＮＰＯや企業、ボランティ

ア等多様な主体による社会貢献活動の促進につ

いてであります。

東日本大震災復興活動支援事業でありますが、

下の施策の成果等にございますように、復旧の

進捗とともに、被災地や被災者の状況、ニーズ

が変化してきております。そのため、きめ細や

かな多様な支援が求められていることになりま

して、被災地のコミュニティー再生、あるいは

福島に帰還した人の心のケアといった、県内の

民間９団体の復興活動を支援したところでござ

います。

今後とも、みやざき感謝プロジェクトの一環

として、息の長い支援に取り組んでまいりたい

と考えております。

続きまして、10ページをお開きください。

くらしづくりのうち、快適で人にやさしい生

活・空間づくりであります。

ユニバーサルデザイン普及・啓発事業であり

ますが、ユニバーサルデザインとは、年齢や性

別、障がいの有無等にかかわらず、誰もが快適

で利用しやすい製品、建物、サービス、環境等

をデザインしていこうという考え方でございま

すが、その認知度、理解度を高めるために、県

内の小中学生、一般の県民の方々まで対象にい

たしましたアイデアコンクールを実施しており

ます。その上で優秀作品に対する知事表彰を行っ

てきているところでございます。

また、あわせまして、昨年度、県内の観光施

設、スポーツ施設、公共施設を対象にユニバー

サルデザインに対する取り組み状況の調査を実

施したところでございまして、優良事例の収集

・意識啓発等を行ったところでございます。

今後とも、こうした取り組みによりまして、

ユニバーサルデザインの普及啓発を進めてまい

りたいと考えております。

次に、11ページをごらんいただきたいと思い

ます。

産業づくりのうち、（１）県境を越えた交流・

連携の推進であります。

総合企画調整及び地域連携軸構想推進事業で

ありますが、九州地方知事会や官民で構成され

ております九州地域戦略会議等におきまして、

国政への提案・要望活動や官民一体となった九

州独自の発展策の検討・推進を行いますととも

に、九州各県の共通課題の解決に向けまして、

県域を越えた政策連合としての政策を推進して

いるところでございます。

今後とも、これらの会議を活用しながら、九

州各県との連携を深めまして、九州の一体的な

発展に努めてまいりたいと考えております。

12ページをお願いいたします。

その他の中の（１）重要施策の総合企画と総

合調整でございます。

まず、総合計画策定・戦略展開事業でござい

ますが、平成23年に策定しました県総合計画、

未来みやざき創造プランにつきましては、平成27

年３月に長期ビジョンを改定いたしますととも

に、知事２期目の政策提言等も踏まえました４

年間の行動計画でありますアクションプランの

策定を進めてきたところでございます。

さらに、当アクションプランの毎年度の取り

組み項目として定めます工程表を作成し、着実
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に推進してきたところであります。

今後、このアクションプランにつきましては、

この推進のために、さらに県民の皆さん方によ

く知っていただく必要がありますので、わかり

やすいパンフレットの作成や計画における出前

講座などの取り組みを進めてまいりたいと考え

ております。

次に、みやざき元気！“地産地消”県民運動

推進事業でございます。農林水産物のみならず、

県産材、工業製品、さらにはエネルギーや交通

機関など、広い意味での地産地消を推進するた

めに、県内の官民20団体で構成されました、み

やざき元気！“地産地消”推進県民会議を推進

母体といたしまして、地産地消や100万泊、中山

間地域振興の３つの県民運動について普及啓発

を行ったところでございます。

今後とも、地産地消、100万泊、中山間地域振

興を図るための３つの県民運動を総合的に展開

し、宮崎の魅力向上と地域経済の好循環の創出

に努めてまいりたいと考えております。

次に、新規事業「みやざき人財づくり基金設

置」事業でございます。本県の将来にわたる発

展を担い、心豊かに暮らせる地域を支える多様

な人財を育成することにより、子供たちが将来

にわたって夢や目標を描くことのできる社会や、

県民一人一人が持てる力を発揮し、生き生きと

活動できる活力ある社会を構築するため、平成26

年度から５年間で実施する事業の財源に充てる

ものとして、総額20億円のみやざき人財づくり

基金を設置したところであります。各部局の14

事業に対し、予算の繰り出しを行っております。

なお、26年度の取り組みを対象として実施し

ました政策評価の結果を一緒に載せておりま

す。365ページから376ページに政策評価の結果

を載せております。これにつきましては、先般

のこの常任委員会で説明をさせていただきまし

たので、ここでの説明は割愛をさせていただき

たいと思います。

主要施策の成果につきましては以上でござい

ます。

最後に、監査委員の決算審査意見書に対して

でございますが、当課は、特に報告すべきこと

はございません。

総合政策課は以上でございます。

○中原秘書広報課長 秘書広報課でございます。

秘書広報課の平成26年度予算に係る決算状況

について御説明をいたします。

初めに、お手元の決算特別委員会資料の４ペ

ージをごらんいただきたいと思います。

一般会計の決算額、予算額が５億702万4,000

円に対しまして、支出済額５億406万7,258円で

ございます。不用額が295万6,742円、執行率99.4

％となっております。

次に、10ページをお願いいたします。当課の

決算事項の明細は、10ページから11ページとなっ

ております。

それでは、目の不用額100万円以上のものにつ

いて御説明をいたします。

11ページをごらんください。

（目）広報費でございます。不用額215万4,657

円でございます。これは、新聞広告などの広報

の業務委託や第26回全国みどりの愛護のつどい

開催に伴います行啓にかかわる広報部門の事前

調査に係る経費等の執行残などでございます。

いずれも、２月補正時点で事業実施が確定して

おりませんで、執行残となったものであります。

続きまして、26年度の主要施策の成果につい

て御説明をさせていただきます。

主要施策の成果に関する報告書の14ページを

ごらんいただきたいと思います。
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まず、情報通信基盤の充実及び利活用の促進

についてでございます。施策推進のための主な

事業及び実績の表にありますように、広報活動

の主な実績内容といたしまして、まず、印刷広

報事業でございます。県の広報紙であります「県

広報みやざき」の発行を年６回、新聞広報事業

として、県政のお知らせを掲載いたします「県

政けいじばん」を年24回、テレビ・ラジオ放送

事業といたしまして、テレビ２局、それとラジ

オ２局によります県政番組の制作放送ですとか、

県ホームページでのさまざまな情報発信を行っ

たところでございます。

こうした取り組みによりまして、広く県民の

皆様に県政情報の提供を行うことができたとこ

ろでございまして、今後とも、県民の皆様に県

政に対する理解をさらに深めていただけるよう、

積極的に各種の広報活動を行ってまいりたいと

考えております。

次に、15ページをお願いいたします。

県民目線による行政サービスの向上について

であります。表にありますように、広聴活動の

主な実績内容といたしまして、まず、県民との

対話事業として、知事とのふれあいフォーラム

を10回実施しております。知事が県民の方々か

ら直接意見をお聞きしたり、意見交換を行った

ところでございます。

次に、出前講座につきましては、県民の方の

要請に応じまして、県職員が県の事業ですとか

施策の説明や意見交換を行ったものでございま

して、66回実施したところでございます。

次に、県民の声事業でございます。電話やメ

ールなどで381件の御意見をいただき、必要な対

応を行ったところでございます。

こうした取り組みによりまして、県民の皆様

のさまざまな意見を伺い、県政に反映するよう

努めたところでございまして、今後とも事業の

充実を図りつつ、真摯に取り組んでまいりたい

と考えております。

主要施策の成果の説明は以上でございます。

続きまして、特別委員会資料の36ページをお

開きいただきたいと思います。

監査結果報告、指摘事項について、当課は１

件ございます。内容は、契約事務についてでご

ざいます。広報用航空写真等の撮影業務に係り

ます委託契約の際に、契約締結期限内に契約が

締結されていなかったというものでございます。

具体的に申し上げますと、財務規則におきま

して、落札決定日から７日以内に契約を結ばな

ければならないとなっておるところでございま

すが、７日目が日曜日であったため、誤って翌

日の月曜日の日付で契約したものでございます。

今後、財務規則の規定の確認を徹底しますと

ともに、速やかに事務処理を行うよう改善して

まいります。さらに、課内におけるチェック体

制を強化いたしまして、適正な事務処理に努め

てまいります。

最後に、決算審査意見書につきましては、報

告すべき事項はございません。

秘書広報課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

○奥野統計調査課長 それでは、統計調査課の

決算状況等について御説明いたします。

初めに、お手元の平成26年度決算特別委員会

資料の４ページをお願いいたします。

一般会計の決算額は、予算額４億2,431万6,000

円に対しまして、支出済額４億1,208万8,284円、

不用額1,222万7,716円でございまして、執行率

は97.1％となっております。

次に、12ページをお願いいたします。

統計調査課の決算事項別の明細のうち、目の
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不用額が100万円以上のもの、または執行率が90

％未満のものについて御説明いたします。

13ページをお願いいたします。

（目）委託統計費でございますけれども、不

用額は1,070万1,808円でございます。このうち

主なものとしましては、職員手当等185万1,949

円でございますけれども、これは、統計調査に

係る審査などの事務におきまして、効率的な作

業により時間外勤務の縮減に努めたことによる

執行残でございます。

次に、負担金・補助及び交付金の350万2,031

円でございます。これにつきましては、市町村

交付金の返還分でございまして、主に職員手当

や調査員報酬が当初の見込みを下回ったことに

よる執行残でございます。

次に、14ページをお願いいたします。

（目）県統計費でございますが、執行率は83.3

％でございます。主なものとしましては、旅費

でございますけれども、不用額19万2,587円、執

行率77.8％でございます。これは、県内出張に

公用車を利用したこととか、県外出張でのパッ

ク旅行など、経費節減を図ったことなどによる

執行残でございます。

次に、役務費でございますが、不用額23万6,980

円、執行率47.1％でございます。これは、郵送

にかえましてメールなどの電子媒体を活用した

ことなど、経費節減を図ったことなどによる執

行残でございます。

続きまして、平成26年の主要施策の成果につ

いて御説明をいたします。

主要施策の成果に関する報告書の16ページを

お願いいたします。

その他の（３）各種統計調査の実施について

でございます。施策推進のための主な事業及び

実績の表をごらんいただきたいと思います。下

のほうに一覧表がございますが。

まず、一番上の県民共有・確かな統計基盤づ

くり事業につきましては、右の欄の主な事業内

容にありますように、統計データフェアや統計

セミナーの開催を初めといたしまして、子供を

対象とした統計グラフ教室やコンクールを実施

しております。このように幅広く県民を対象と

した事業を行うことによりまして、統計の普及

・啓発を図ったところでございます。

次に、その下の経済センサス基礎調査につい

てでございます。事業者や従業者規模等の基礎

的構造を把握するために約５万9,000事業所を対

象といたしまして、昨年７月１日に実施してお

ります。その調査結果につきましては、今後、

関係機関を初めとしまして、広く情報を提供す

ることで、今現在、作業を進めているところで

ございます。

次に、その下の農林業センサスについてでご

ざいます。農林業の生産構造や就業構造及びそ

の背景を明らかにするために、県内全市町村の

約７万7,000団体、そして世帯を対象に、本年２

月１日に実施しております。その調査結果につ

きましては、関係機関を初めとしまして―今

いろいろと内容につきまして精査を行っており

まして―近いうちに情報を提供したいと考え

ております。

次に、17ページをお願いいたします。

全国消費実態調査についてでございます。世

帯の所得分布、消費の水準及び構造を明らかに

することを目的といたしまして、県内の13市町

村から抽出した791世帯に対して、昨年９月か

ら11月にかけて実施したものでございます。そ

の調査結果につきましては、今後、関係機関を

初めとしまして―情報交換あるいは精査を

行っているところでございまして―近いうち



- 33 -

平成27年10月５日(月)

に広く情報を提供することとしております。

統計調査を行う環境につきましては、今現在、

国勢調査を行っているところでございまして、

皆様から御協力もいただいてございますけれど

も、近年の個人情報意識の高まり等を背景とし

まして、やはり年々厳しさを増していることを

実感しているところでございます。そのために

も県民に統計調査に対する理解を深めていただ

きまして、正確な統計調査が実施できるように、

引き続き、普及・啓発活動を推進してまいりた

いと考えております。

主要施策の成果についての説明は以上でござ

います。

最後になりますが、監査委員の決算審査意見

書に関しましては、特に報告すべき事項はござ

いません。

統計調査課は以上でございます。

○野口総合交通課長 総合交通課の平成26年度

予算に係る決算状況等について御説明を申し上

げます。

初めに、お手元の平成26年度決算特別委員会

資料の４ページをお願いをいたします。

総合交通課の欄をごらんください。予算額12

億1,728万6,000円、支出済額９億3,651万210円、

翌年度繰越額２億4,674万1,000円、不用額3,403

万4,790円となりまして、執行率は76.9％で、翌

年度の繰越額を含めますと97.2％でございます。

次に、16ページをお願いをいたします。目の

執行残が100万円以上のもの、執行率が90％未満

のものについて御説明いたします。

（目）計画調査費でありますが、不用額が3,349

万6,567円で、執行率が75.2％です。この不用額

の主な内容は、負担金・補助及び交付金の3,226

万2,219円でございますが、これは、主に宮崎県

物流効率化支援事業におきまして、補助事業者

の輸送実績が計画を下回ったことなどによるも

のでございます。

執行率につきましては、平成27年２月補正の

国の地方創生交付金を活用した事業等が繰り越

しとなったことによるものでございまして、繰

越額を含めますと、執行率は97.0％になります。

続きまして、平成26年度の主要施策の成果に

ついて御説明を申し上げます。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の18

ページをお願いいたします。

まず、くらしづくりの１、安心して生活でき

る社会の（３）地域交通の確保についてでござ

います。

主な事業の地方バス路線等運行維持対策によ

りまして、広域的・幹線的なバス路線でありま

す地域間幹線系統の維持のため、バス事業者に

対し、運行費や車両減価償却費等への補助を行

いますとともに、バス路線廃止後に代替バスを

運行します市町村に対し補助を行うなど、地域

の交通手段の確保に努めたところでございます。

また、バス路線活性化対策によりまして、効

率的かつ効果的な公共交通網を確立するため、

バス路線を利便性の高いものに見直すための調

査事業を行う市町村への支援などを行ったとこ

ろでございます。

今後とも、バス路線の維持・確保に努めます

とともに、利便性向上のための実証実験や環境

整備、利用促進活動等を支援し、将来にわたっ

て持続可能な地域公共交通ネットワークの確立

を図ってまいりたいと考えております。

次に、19ページをお願いをいたします。

産業づくりの３、経済・交流を支える基盤が

整った社会の（１）交通ネットワークの整備・

充実についてでございます。

主な事業の鉄道活性化対策推進によりまして、
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日豊本線を初めとする県内鉄道の充実整備や利

便性の向上などの課題について、宮崎県鉄道整

備促進期成同盟会などと連携を図りながら、国

やＪＲ九州に対して、機会あるごとに陳情・要

望活動を行っており、この結果、宮崎駅を中心

に県内12駅へのＩＣカード―ＳＵＧＯＣＡで

ございますけれども―の導入が決定するなど、

利便性向上に寄与できたものと考えております。

今後とも、関係団体等と連携をし、粘り強く

働きかけを行ってまいりたいと考えております。

次に、宮崎県地域鉄道活性化・利用促進支援

によりまして、地域鉄道の活性化や維持・存続

を図り、沿線地域の活性化に資することを目的

として、イベント列車の実施や沿線ガイドの作

成、日南線観光列車「海幸山幸」の５周年記念

事業などに取り組む沿線自治体等や「海幸山幸」

の平日臨時運行を支援する団体に対して、補助

を行ったところでございます。

今後も引き続き、地域鉄道の活性化や利用促

進につながる事業を官民挙げて実施する団体や、

観光列車を有効活用して鉄道の活性化に取り組

む団体を支援してまいりたいと考えております。

次に、宮崎県物流効率化支援によりまして、

県内の港や貨物駅への荷寄せ支援を行い、県外

港から県内港へのシフト、また、トラック輸送

から海上、鉄道輸送へのモーダルシフトを促進

するなど、物流効率化への取り組みを進めたと

ころでございます。

なお、26年度は2,600万円余の執行残が生じて

おりますが、27年度におきましては、定期的に

実施状況報告を求めるなど、効率的な予算執行

に努めることといたしております。

次に、長距離フェリー航路活性化緊急対策支

援によりまして、本県唯一の長距離フェリー航

路に対する団体客・修学旅行利用促進支援や乗

用車利用促進支援、さらに、昨年10月に就航し

た神戸航路のＰＲ支援等を行い、航路の利用促

進に努めたところでございます。

今年度も引き続き、宮崎市などの関係自治体

と連携をいたしまして、神戸航路のＰＲ支援等

を行い、利用促進を図ってまいりたいと考えて

おります。

次に、20ページをお願いをいたします。

みやざきの空航空ネットワーク活性化・利用

促進によりまして、宮崎空港発着の国内路線、

国際路線の維持・充実を図るため、航空会社等

への陳情要望活動や利用促進に努めたところで

ございます。

これらの取り組み等によりまして、韓国との

定期便につきましては、外国人利用者数が大幅

に増加した一方、円安や外交問題などの影響か

ら、日本人利用者数が減少したところでござい

ますが、全体の利用者数は約3,000人増加し、３

万9,642人と過去最高となり、年間の搭乗率

は68.5％となっております。

また、台湾との定期便につきましては、昨年

３月の増便の効果もあり、約１万人の増加で３

万4,761人と、こちらも過去最高となり、年間の

搭乗率は69.7％となったところでございます。

また、本年３月には、本県で３路線目の国際

線となります宮崎―香港線が就航いたしました。

なお、国内線につきましては、対前年比99.6

％の約278万人であり、国際線と合わせました空

港の利用者数は、前年並みの約286万人となって

おります。

今後とも、宮崎空港の航空ネットワークの維

持・充実を図るため、利用促進や航空会社等へ

の働きかけに努めてまいります。

主要施策の成果の説明は以上でございます。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、
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特に報告すべき事項はございません。

総合交通課は以上であります。よろしくお願

いいたします。

○石崎中山間・地域政策課長 それでは、中山

間・地域政策課の平成26年度予算に係る決算状

況等について御説明いたします。

初めに、お手元の平成26年度決算特別委員会

資料の４ページをお開きください。

中山間・地域政策課の欄でございます。予算

額６億2,923万3,000円に対しまして、支出済額

が４億1,676万540円、翌年度繰越額が１億9,967

万9,000円、不用額が1,279万3,460円となりまし

て、執行率は66.2％でございます。翌年度への

繰越額を含めますと98.0％でございます。

次に、18ページをお開きください。当課の決

算事項別の明細は、18ページから19ページとなっ

ております。このうち目の執行残が100万円以上

のもの、執行率が90％未満のものについて御説

明いたします。

19ページをごらんください。

（目）計画調査費の不用額1,263万7,980円で

ございます。この不用額のうち主なものについ

て御説明いたします。

委託料395万2,312円でございます。これは、

宮崎大学との共同研究事業において、委託先で

ある宮崎大学の担当教員の減員に伴い、委託内

容の一部見直しを行ったことによる委託料の残

等であります。

次に、負担金・補助及び交付金の621万6,595

円であります。これは、主に明日の地域づくり

支援事業や宮崎県市町村間連携支援交付金交付

事業等の事業主体である市町村において、入札

残や事業費の減額等が生じたための補助金の残

等でございます。

執行率につきましては、平成27年度２月補正

の国の地方創生交付金を活用した事業が繰り越

しとなったことによるものでございまして、繰

越額を含めますと、執行率は97.6％でございま

す。

続きまして、平成26年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の22

ページをごらんください。

くらしづくりの１、安心して生活できる社会

の（５）中山間地域の活性化についてでありま

す。

まず、中山間地域をみんなで支える県民運動

推進であります。この事業は、中山間地域が果

たす役割等についての理解促進を図るもので、

シンポジウムの開催やテレビＣＭ等を通じた県

民へのＰＲ等を実施したところであります。

次に、中山間地域振興推進体制整備でありま

す。この事業は、県内７地域に設置した中山間

地域振興協議会におきまして、地域の実情や地

域の方々の声を踏まえた施策を推進するための

ものでございます。平成26年度は、中山間地域

振興計画の改定をテーマとして協議を実施した

ところでございます。

また、この事業の中で西臼杵３町及び諸塚村、

椎葉村を加えた、いわゆるフォレストピア圏域

をモデル圏域としまして、大学、町村、県等に

より、この圏域の課題を調査・研究するととも

に、既存事業等を活用した実証事業を実施した

ところでございます。

次に、中山間地域産業振興センター設置でご

ざいます。この事業は、中山間地域の活性化を

促進するため、公益財団法人宮崎県産業振興機

構内に中山間地域産業振興センターを設置し、

地域資源を活用した取り組みに関する相談対応

や農産加工グループ等を対象としたセミナー・
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個別相談会を実施したところであります。

次に、23ページをごらんください。

未来へつなげよう！持続可能な集落づくり支

援であります。この事業は、市町村が行う集落

支援員の設置や集落点検の実施及び集落と市町

村が協働して取り組む事業に対して支援を行う

事業でありまして、小林市ほか３市町村で実施

したところでございます。

次の、もっといきいき集落サポートでありま

す。この事業は、住民主体の元気な集落づくり

に取り組む集落に対し各種支援を行うもので、

いきいき集落として４市町村４集落を新たに認

定したところでございまして、平成26年度末の

認定集落数は127となっております。

今後とも、県内の中山間地域で、こうした住

民主体の取り組みが広がるよう働きかけてまい

りたいと考えております。

次に、中山間地域とつながろう！中山間盛り

上げ隊派遣であります。この事業は、中山間地

域でボランティア活動を行う中山間盛り上げ隊

を組織し、市町村や集落等からの派遣依頼に応

じて隊員を派遣するもので、合計112回、延べ622

人の隊員を派遣したところであります。

25ページをお願いいたします。

（６）連携・協働による魅力ある地域づくり

についてであります。

まず、地域力磨き上げ応援及び改善事業の明

日の地域づくり支援であります。これらの事業

は、住民と一体となった地域づくりを目指す市

町村に対し、地域再生アドバイザーを短期派遣

し、地域が抱える課題の分析や今後進むべき方

向性について、具体的なアドバイスを行ったほ

か、個性と魅力にあふれた地域づくりの取り組

みに対する支援を行ったところであります。

次に、宮崎県市町村間連携支援交付金交付で

あります。この事業は、人口減少、少子高齢化

等の経済社会情勢の変化に対応した持続可能な

地域づくりのために市町村が連携して行う取り

組みに対し、交付金を交付し支援を行うもので、

延岡市ほか15市町村に支援を行ったところであ

ります。

今後とも、交付金を活用し、広域活力の創造

に資する市町村間連携の取り組みを支援してま

いりたいと考えております。

次に、移住・定住・交流促進強化であります。

この事業は、本県への移住等の促進を図るため、

東京と大阪で相談会を開催するとともに、市町

村の移住促進のための取り組みに対する支援を

行ったところであります。

今後とも、移住の一層の促進を図るため、県

下全域での移住者の受け入れ・支援体制の整備

や情報発信を図ってまいりたいと考えておりま

す。

次に、26ページをお願いいたします。

地価調査であります。この事業は、県内の標

準的な土地の標準価格を295地点において判定

し、一般の土地取引の指標として提供を行った

ところであります。

主要施策の成果の説明は以上でございます。

最後になりますが、監査における指摘事項に

ついてでございます。決算特別委員会資料の36

ページでございます。

指摘事項の２つ目の支出事務についてであり

ます。宮崎県市町村間連携支援交付金事業にお

いて、交付決定事務がおくれているものがござ

いました。この事業は、先ほど御説明したとお

り、複数の市町村が取り組むものに対して補助

を行うものでございますが、交付申請書提出後

の調整等に時間を要したものでございます。

再発防止策といたしまして、適切な事業執行
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スケジュールを担当内で共有し、速やかな事務

処理を行うよう、職員に周知徹底を図ったとこ

ろでございます。

中山間・地域政策課の説明は以上でございま

す。

○黒木フードビジネス推進課長 フードビジネ

ス推進課の平成26年度決算について御説明いた

します。

お手元の平成26年度決算特別委員会資料の４

ページをお開きください。フードビジネス推進

課の欄をごらんいただきたいと思います。

予算額は８億8,051万7,000円に対しまして、

支出済額７億1,125万7,962円、翌年度への繰越

額が1,800万円、不用額は１億5,125万9,038円、

執行率は80.8％で、翌年度への繰越額を含めま

すと82.8％となっております。

次に、20ページをごらんください。当課の決

算事項別の明細は、20ページから21ページに掲

載しております。このうち、21ページをごらん

ください。

（目）計画調査費でありますが、不用額が１

億5,109万2,064円、執行率が78.9％となってお

ります。この不用額のうち主なものを申し上げ

ます。

まずは、負担金・補助及び交付金の不用額１

億296万8,988円であります。これは、フードビ

ジネス雇用創出プロジェクト推進事業の食料品

製造企業を対象とした補助金につきまして、補

助申請後に事業内容の変更や事業費の減少など

があり、減額変更が生じたため、補助金に不用

額が生じたものであります。

次に、委託料の3,552万7,799円につきまして

は、フードビジネスアカデミーやフードビジネ

ス相談ステーションの運営委託に関する経費な

どの執行残によるものです。

次に、旅費753万994円につきましては、各プ

ロジェクトの推進に要する職員や外部専門家の

活動旅費等の執行残であります。

続きまして、平成26年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

平成26年度主要施策の成果に関する報告書

の28ページをお開きください。

人づくりの（１）魅力ある教育を支える体制

や環境の整備・充実についてであります。

高等教育整備促進の事業でありますが、下の

段の施策の成果等にありますように、県内11の

大学などで構成される高等教育コンソーシアム

宮崎が実施するコーディネート科目の開設、こ

れは大学の枠を越えて共同で講座を実施するも

のですが、このほかインターンシップ事業の実

施など、高等教育機関相互の連携事業や高等教

育機関と地域社会との交流・連携に関する事業

について、支援を行ったところであります。

今後とも、県内高等教育機関の連携支援によ

る魅力ある高等教育環境づくりや、高等教育機

関の有する知的資源を活用した地域の活性化を

図ってまいりたいと考えております。

次に、29ページの産業づくり、（１）の産業間

・産学官連携による新事業・新産業の展開であ

ります。

まず、みやざきフードビジネス推進体制構築

でありますが、平成25年３月に策定したみやざ

きフードビジネス振興構想を推進するため、県

内産学官金による全県的な推進体制を初め、庁

内や地域における推進体制を整備しますととも

に、拡大、挑戦、イノベーションの３つのプロ

ジェクトに10のテーマを設定しまして、関係す

る企業や団体と連携して取り組んだところであ

ります。

次のみやざきフードビジネス雇用創出プロ
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ジェクト推進は、厚生労働省の戦略産業雇用創

造プロジェクト事業を活用しまして、フードビ

ジネスの拡大を図り、食関連産業の成長産業化

によって、県内の雇用の創出を図るものであり

まして、フードビジネス相談ステーションの設

置やアドバイザーなどの外部専門家の設置のほ

か、食料品製造業の企業におけるフードビジネ

ス人材の育成の支援、このほかフードビジネス

企業への就職セミナー等を開催したところであ

ります。

このような取り組みの結果、県内の各地域・

分野において、フードビジネスの動きが活発化

しているところでありますが、今後ともフード

ビジネスプロジェクトを着実に推進するととも

に、県内生産力の向上や食による観光宮崎の新

生といった構造的な課題の解決に取り組みなが

ら、本県の強みである農業を核とした裾野の広

い食関連産業の成長産業化を図ってまいりたい

と考えております。

次に、改善事業の産学官連携促進であります。

平成23年３月に改定した宮崎県産業科学技術

振興指針に基づきまして、県内産学官の連携に

よる新産業・新事業の創出を図るため、宮崎県

産学官ネットワーク委員会を開催し、産業人材

の育成等について意見交換を行ったところであ

ります。

30ページに施策の成果の取り組みがございま

す。ここの⑤にありますけれども、この委員会

の意見に基づく取り組みとしまして、平成26年

度におきましては、県内のコーディネート人材

の養成研修や大学などの研究シーズを取りまと

めた、わかりやすい大学等シーズ集の作成に取

り組んだところであります。

29ページに戻っていただきまして、一番下の

欄、新規事業の産学官金連携による地域経済循

環創造であります。これは、総務省の地域経済

循環創造事業を活用し、地域の金融機関や大学

等と連携しながら、地域資源を活用した先進的

で持続可能な事業化の取り組みを支援するもの

であり、昨年度は２件の実績がありました。

主要施策の成果については以上であります。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべきことはありません。

フードビジネス推進課は以上であります。

○清山主査 説明が終了しましたが、委員の皆

様から質疑はございませんか。

○満行委員 13ページの統計調査課、役務費の

不用残140万円。説明では、通信運搬費、郵送代

が軽減されたということだったんですけれども、

金額的に700万円の予算で140万円、かなりの縮

減だなと思っているんですけれど、具体的に、

この140万円の内訳を、もう一回説明いただきた

いと思います。

○奥野統計調査課長 役務費の不用額141

万6,472円についてですが、基本的に役務費は通

信運搬費とかの経費に使うことが多いわけなん

ですけれども、最近では、メールで一斉に市町

村にお知らせをお届けしたりとか、そういうこ

とで対応いたしまして、節約を図ったところで

ございます。

○満行委員 フードビジネス推進課は、人づく

りということで、高等教育整備、産学官金とい

う事業を所管しているということですよね。

○黒木フードビジネス推進課長 フードビジネ

ス推進課におきましては、担当としてフードビ

ジネスの推進に係るものと、あと産学官連携担

当で高等教育ですとか、あるいは高等教育を持っ

ているという関係もございまして、人づくり関

係の事業が上がっております。

○満行委員 わかりました。結構です。
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○来住委員 統計調査課で農林業センサスが行

われて、調査の結果は、国が平成28年、来年３

月に公表する予定だと。本県分についての統計

データを取りまとめて公表を行いたいというこ

とで、本県分についての公表は、来年３月の国

が発表した後になるか、いつになるかを教えて

ほしいと思います。

○奥野統計調査課長 農林業センサスでござい

ますけれども、全県分の全ての調査項目につい

て一度に公表するということではなくて、段階

的に公表するということにしております。統計

調査課としましては、宮崎県関係の基本的なと

ころだけでもまとめたいと考えておりまして、11

月には公表できるように、今、作業を詰めてい

るところでございます。

○来住委員 フードビジネス推進課、お願いし

ます。主要施策の報告書の29ページの下から２

段目です。産学官金連携による１億円の事業、

この事業の内容、２件あったとなっているんで

すが、全然わかりませんので、具体的にどんな

事業なのか、内容をもう少し詳しくお願いした

いと思うんです。

○黒木フードビジネス推進課長 この事業で昨

年度２件の補助をしておりますが、そのうちの

１件は高鍋町の南九州化学、こちらが、現在、

県内では未利用の鶏ふんの燃焼灰とニッケルス

ラグ、こういった地域の未利用の資源を活用し

て、安くて高性能の土づくり肥料をつくろうと

することで設備の導入を図るということがござ

いましたので、こちらに5,000万円の補助を行っ

ております。

もう一つは、小林市のシイカトウという企業

に対しまして、抹茶、粉末茶の需要が最近高まっ

ておるという観点から、この会社が加工用、海

外向けで伸長しているだけに、これに対する対

応ということで設備を導入したいということが

ございましたので、ここの設備導入費につきま

して5,000万円の補助を行っております。

○来住委員 例えば南九州化学の事業が5,000万

円交付されて進んでいったんですけれど、具体

的な、その成果はどんな状況なんでしょうか。

○黒木フードビジネス推進課長 昨年度、この

設備を設置しまして、現在、稼働中ではござい

ますけれども、まだ機器についての調整等を行っ

ておりまして、今年度につきましては、まだ売

り上げ等は上がっておりません。しかし、計画

上もそのような計画でございまして、今後、土

づくり肥料を生産し、最終的には、雇用目標と

しても４名の方を雇用できるように取り組みを

進めていく予定としております。

○来住委員 これは歳入になるんですが、監査

委員の審査報告書の18ページの一番上の段に、

交通安全対策特別交付金があるんですが、これ

が昨年に比べて10％減となっているんですけれ

ど、それがどんな理由なのかなって。それは皆

さんのほうに聞いていいのか、どこに聞いてい

いかわからないもんですから、お聞きしたいん

ですが。

○清山主査 この担当課については、後半の２

班目に当たるようなので、後で質疑をお願いし

ます。

○新見委員 まず、秘書広報課にお聞きしたい

んですけれども、報告書の14ページです。下の

施策の成果等の中に「職員の広報力の強化に努

める」という表現がございます。これは職員の

皆様が県のホームページなんかにいろいろ発信

されてる状況がございますが、どういう形で職

員の広報力の強化に努めていらっしゃるのか、

もうちょっと詳しく教えていただきたいと思い

ます。
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○菊池広報戦略室長 広報力の強化でございま

す。今委員のおっしゃいましたとおり、ホーム

ページももちろんございますので、ホームペー

ジの扱い方の研修を年間５回やりまして、それ

に対しまして職員が114名参加して、ホームペー

ジをうまく活用して、きちんと情報発信ができ

るような研修を行っております。

それとあわせまして、広報紙をつくるという

ような観点から、広報紙の作成に係ります企画

とかレイアウト、これに関する研修を行いまし

て、32名の職員が参加。また、カメラ、写真ワ

ークの専門研修もございますので、そういう写

真の研修ということで、専門的な研修を１回、

これも36名という職員が参加して、こういうこ

とで広報力を磨いて、適時的確な広報ができる

ように研修を行ったところでございます。

○新見委員 総合交通課、18ページですけれど

も。バス路線活性化対策の中で、市町村が行う

バス路線の見直しという表現がございます。こ

れは、今年度はうちが見直しをしたいと市町村

が手を挙げて、こういった支援をするという形

になるんですか。そこのシステムを教えてくだ

さい。

○野口総合交通課長 年度当初に市町村に活用

意向調査を行った結果でございまして、26年度

につきましては、えびの市と門川町から手が挙

がったところでございます。補足をして御説明

申し上げますと、えびの市は24年度にコミュニ

ティバスの実証実験を行ったんですけれども、

利用が少なかったために、再度見直しを行いた

いということでございました。また、門川町に

つきましては、まだコミュニティバスを導入し

ていないがために、一度調査をしてみたいと、

そういった意向でございました。

○新見委員 これは毎年度当初に、こういった

ことで取り組まれているんですか。

○野口総合交通課長 この事業は、昨年度から

実施をしまして―その前にも名称は違います

けれども、類似の事業がございましたけれども、

この名称につきましては昨年度からでございま

して―今年度も実施しております。ただ、今

年度につきましては、この調査事業について手

が挙がった市町村はございません。

○坂口委員 報告書の23ページの中山間地域と

つながろう盛り上げ隊派遣事業です。中身から

聞きたいんですけれど、これはどこに支出され

ていくわけなんですか。

○石崎中山間・地域政策課長 盛り上げ隊の運

営事務局を民間に委託しておりますので、その

民間団体、具体的にはＮＰＯ法人みんなのくら

しターミナルでございますけれども、そちらに

委託料を支出しております。

○坂口委員 派遣回数112回で420万円と、大体

１回が４万円弱ぐらいですかね。622人で440万

円余りというと約7,000円の１人当たりのコスト

ということになっていると思うんですよね。そ

ういった人たちの外部からの応援がなければ、

地域のさまざまな活動とかができないので、こ

れはすごく意義があることだと思うんです。だ

から、ずっと続けられていると思うんですけれ

ど。応援に行かれる方たちは全くのボランティ

アですよね。コーディネートするところが経費

をいただくということになっているわけですよ

ね。むしろ、少額なれども、１回４万円ぐらい

の経費で３回、春、夏、秋祭りぐらいに盛り上

げ隊を頼むという自治体があったら、そこに10

数万円の補助をやって、それでお金を払ってで

も入り込んでもらって、主催者側の意向に沿っ

た動きをしていただくとか、いわゆる雇用の形

で必要な人をそこで使っていくとかいう方法と
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か、そういったことも検討していかないと……。

４～５人を送り出すのに、４～５万円の経費を

かけてやって、そこに行く人たちはかなり重複

してると思うんですけれども、ボランティアで

行っているということで、本当に健全な形かな

というのが一つ気になるんですよね。ずっとやっ

てて、それで、ある時間を要したら、数年間を

要したら、それで完全に自己完結になって、事

務局がなくなっても、それが自動的にそういっ

たことが継続されていきますよというところに

つながる事業だったら、わかるんです。この予

算をカットしたら、もうそれは終わりですとい

うことじゃ……。いつまでも続けられるという

ことを前提でやっていかないと。もうこの予算

は認められませんとなったときに、そこはすご

く罪なことになると思うんです。そこのところ

の工夫が、もう要るんじゃないかと。長いです

よね。

それから、１人当たりに7,000円、１回、４～

５人、５～６人出すために４万円という事務費

がかかる、これまた高いか安いかという判断が

一つ要ると思うんです。受託する側からすれば、

うちはそれだけ経費がかかるんだということに

なれば、当然、経費を積み上げたものをいただ

かないとコーディネートできませんということ

になると思うんですね。そこで、当然、その必

要な経費、この場合は金額を決定するための査

定とか積み上げ基準というのがあると思うんで

す、経費の見方。そこらは、いろんな事務費プ

ラス人件費みたいなもので、１回、１人送るの

に何ぼかかりますよって、そういったことを積

み上げていって、ある程度根拠に基づいた積算

がなされると思うんですけれど、それはどういっ

た考え方で積算されて委託料が決まっていくこ

とになりますか。

○石崎中山間・地域政策課長 御質問にありま

した、この盛り上げ隊というのは、非常に集落

の方にも喜ばれておりますし、あるいは……。

○坂口委員 いや、そこはわかってるんです。

もう聞いたことだけ……。

○石崎中山間・地域政策課長 ただ、その中で

課題としまして、委員がおっしゃるとおり、で

は、このシステムをいつまで続けるのか、県が

委託するという形……。

○坂口委員 いや、そうじゃなくて、コストを

どうやって決定するのかって。喜ばれてるのは

わかってる。喜ばれてなけりゃ、予算の時点で、

これは蹴ってますよ。

○石崎中山間・地域政策課長 失礼いたしまし

た。確かに積算に当たりましては、これまでの

派遣実績を見まして―盛り上げ隊員だけでは

なくて、実際に委託先が現場に行ったりしてコ

ーディネートしますので、その交通費など。そ

れから、盛り上げ隊の啓発普及等のために市町

村を回ったり集落を回ったりします、そういっ

た交通費関係。それから、実際、運営主体の人

件費等を仕様書に基づき、企画書積算を提出し

ていただきまして、その内容を県で審査をいた

します。当然、その人件費等については高過ぎ

ないか、県の旅費単価等から見て妥当かといっ

たようなところを審査いたしまして、積み上げ

決定するものでございます。

○坂口委員 そうだと思うんですね。契約相手

方を決めるのに、最終的には希望者を募って、

最も適する人との契約に落ち着いていくと思う

んですけれど、そのときの金額というものは、

固定されるのか、競争になるのかわかりません

けれど、出てくる。そのときなんですけれど、

今の積み上げでいくと、ここからここまで通う

のに旅費・日当がかかりますよということで、
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委託先の所在地……。例えば高千穂に入り込む

のに、延岡にある委託先と、串間あるいは日南

にある委託先では、実費という考え方では、移

動に要する経費というのはおのずと違ってきま

すね。だから、ここのところをどう考えられる

のかというのが一つ。

本社で使う電話料とか事務費とか電気代、光

熱水費、そういったものがかかりますよね。事

務体制を整えるために。ここからなんですけれ

ど、土木工事とかいった請負工事になると、経

費は、丸一日、１つの仕事しかしなければ、そ

の経費は全部その仕事で確保しなきゃ出てこな

いんですよ。ところが、年間幾つかの工事なり、

あるいは委託をもらうと共通経費があるんです

ね。事務所は１カ所あれば10カ所ぐらいの仕事

ができますよとか、電話番が１人おれば、10カ

所の連絡先と連絡できますと。こういったもの

はしっかり精査して、減額をやらなきゃだめな

んですよ、減額をやらなきゃ。だから、そこの

ところで、この方が１つしか受託してないかど

うかということで、重複した経費が県からそこ

に出ていないかというものの精査が一つ要ると

思うんです。それをどうされてるかというのが

一つ。

価格競争でいけば、１つとったところはさら

に有利じゃないかと、次は半分の経費で年間経

費が出るから、半分の経費を積み上げて入札参

加できるじゃないかということで、ここでまた

矛盾点が出てくるんですね。だけど、税金を使っ

た契約だから、そこはしっかり説明できるルー

ルを立てないと。これは、僕は何年も前に一遍

指摘したんですよ。ところが、相変わらず同じ

ようなことをやっておられるから、説明が本当

につくのかなと思って。

今そういったものを総合的にやるために、総

合評価方式というものをやりますよね。その中

で評価すべきものというのは、過疎地域の自立

につながるかどうかというような項目とか、で

も、そこが手を引いたら終わってしまうよとい

う項目とか、そういったものを、ここに成果で

なくて効果を求めるべきものを入れていって、

総合的に評価をやると、そういう工夫をやらな

いと、この契約の形は、僕はどうも納得できな

いんですよね。

これ、今返事は難しいかもわかりませんけれ

ど、これは今まで、過去何度か僕は指摘してい

ますから、また次の機会ぐらいにはしっかり整

理を庁内でされて持ってきていただかないと、

だめだと思うんですね。仏をつくって魂が入ら

ないじゃ、やっぱりだめだと思うんです。立派

な仏だけが残っても。そこのところを考えてい

ただかないと。小さい金額だけど、余り効果は

見れないと思うんです。１回、たった５～６人

送るのに４～５万円ぐらいかかっているんです

よ。本当にそんなにかかるかなって。そして、

行く人はボランティアなんです。ありがとうご

ざいます、お茶飲んでくださいという姿勢で迎

えなきゃ……。おまえ、そんなことをやってた

らだめだ、あれやれ、これやれという指示は、

雇用してる人じゃないから、なかなか難しい。

そこのところを、本当にこの事業でいいのかと

いうことをそろそろ考えないと、これはもう随

分長いですよ。何かあったらお答えいただいて、

なければ、今後の検討課題としてしっかり検討

していただきたい。説明できるようなものを整

理していただきたいと思います。

○石崎中山間・地域政策課長 事業のあり方等

について検討していきたいと考えております。

○丸山委員 移住のことについて少しお伺いし

たいんですけれども。移住の実績、26ページに
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も４年間で200件以上で、いいことだと思ってる

んですが。この移住された方々のフォローアッ

プを、我々よく議論しているんですけれど、23

年から62件、63件、63件、64件と。このあたり

のフォローアップはどのようになっているのか、

お伺いしたいと思ってるんですけれど。

○石崎中山間・地域政策課長 移住後のフォロ

ーアップについては、この委員会等におきまし

ても、再三にわたって御意見等をいただいてお

ります。ただ、これまで移住した後のフォロー

アップについては、なかなか難しかったのが現

状でございます。やはり出ていく際に、それを

どうやって把握するのかとか、いろんな問題が

ございます。ただ、今年度から取り組んでおり

ますけれども、市町村に対して、例えば移住者

の会を組織するとか、あるいはフォローアップ

する人材等を設置するといったような場合には、

補助枠を拡大するといったようなこととしてお

ります。

今後とも、実際に移った後、住み続けていた

だけるかというのが非常に重要な点であると考

えておりますので、工夫を凝らしていきたいと

考えております。

○丸山委員 ぜひ、そういう形で工夫をしてい

ただきたいと思います。

あと、同じ項の26、27に、特に27に書いてあ

る土地の調査についてなんですが、以前、私も

指摘したと思っているんですが。国でも同じよ

うな、国土利用計画に基づくのではなく、別な

計画に基づいて、ほぼ同じような土地の調査、

価格調査をやっているんですが、それがイコー

ルじゃないから、やらなくちゃいけないんです

よということだったと認識してるんですけれど

も。これが本当に有効なものとしてやられてい

るのか。もう一つ別の調査がありますので、そ

れとの整合性なり、税金を二重に使っているん

じゃないかという思いが非常にありまして。こ

れは2,000万円、毎年毎年続けていく。本当にこ

れでいいのかなというジレンマを持っているも

んですから。その辺の調整、どういう形で利用

されていると思っているのか。ほかの調査とも

う少し整合性を持って、これをやめてもいいん

だよとか、検討も含めて、ぜひしていただきた

いと思っているんです。その辺どうなっている

でしょうか。

○石崎中山間・地域政策課長 この地価調査と

類似のものとして、一つ、地価公示がございま

す。地価公示につきましては、都市計画区域内

の地点を選定して調査を行うものでございます。

それに対しまして県の地価調査は、都市計画区

域外のところでもやっております。この県の調

査も含めまして、市町村の固定資産税の価格設

定の際の参考、あるいは民間の土地取引の際の

参考になっておりますので、現状のところは、

このまま継続していくべきものと考えておりま

すが、都道府県といたしましても、似たような

調査が年に２回行われるということの課題とい

うのは認識しておりまして、地価調査について

何か検討ができないかといったような要望は以

前から上げているところでございます。

○丸山委員 都市計画区域外もやってるという

ことなんですが、外だったら、多分いいと思う

んですけれども、都市計画区域内も重なってる

面が結構あったと認識してるものですから、同

じようなことをやっているのであれば、どちら

か片方でやったほうが、もとは貴重な税金です

ので、その辺はしっかりと国にも……。また、

ほかの都市計画に基づく土地公示であれば、そ

の辺はうまく調整をやっていただきたいという

ことをお願いしておきたいと思います。
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○清山主査 私から、一つ聞きたいんですけれ

ど。部長か次長か、どちらのお答えが適切かわ

かりませんけれども。

統計調査課の御説明で、幾つかの効率的な作

業により職員手当を185万縮減して、先ほどの説

明だとメールなどの通信などの効率化で役務費

が140万円、そのほかにも、その下のほうの役務

費で電子媒体を活用して経費節減とあったんで

すけれども、際立って統計調査課が、そうした

事務の効率化で、今回、不用額が出ているんで

すが、これは統計調査課の予算が過剰に見積も

られていたのか、それとも、統計調査課ならで

はの業務の特殊性でここまで節減が図れたのか、

それとも、ほかの統計調査課以外の課で、まだ

まだこうした事務効率の努力が足りないのか、

どういうことでこれだけ差が出てるのか教えて

いただきたいんですが。

○茂総合政策部長 ただいまの件については、

各課ごとに、さらに精査をしないと、わかりに

くいところがあるかもしれませんけれども、確

かに統計調査課は、対外的に連絡調整をするこ

とが非常に多いということがありますので、そ

の効果がかなり出てきているのだろうと思いま

す。これについては、やはり貴重な税金を使わ

せていただくわけですから、各部各課とも、そ

の節減には最大限の努力をしていく必要がある

と考えております。

○清山主査 ありがとうございます。

それでは、ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 以上をもって、第１班の審査を終

了いたします。

第２班の説明時間は25分ですので、暫時休憩

して、説明だけ、午前中の間に受けてから、そ

の後に質疑とさせていただきたいと思います。

暫時休憩いたします。

午前11時26分休憩

午前11時32分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

これより、生活・協働・男女参画課、文化文

教課、人権同和対策課、情報政策課の審査を行

います。

平成26年度決算についての各課の説明を求め

ます。

○村上生活・協働・男女参画課長 生活・協働

・男女参画課の決算状況等について御説明いた

します。

お手元の平成26年度決算特別委員会資料の４

ページをお開きください。

生活・協働・男女参画課のところですが、予

算額４億6,287万4,000円、支出済額４億4,483

万7,921円、翌年度繰越額が1,302万3,000円、不

用額は501万3,079円、執行率は96.1％で、翌年

度繰越額を含めますと98.9％であります。

次に、22ページをお開きください。ここから26

ページまでが、当課の決算事項別明細となって

おります。

それでは、目の不用額が100万円以上のもの、

執行率が90％未満のものについて御説明いたし

ます。

24ページをお開きください。

（目）社会福祉総務費で、不用額が122万3,003

円であります。この不用額のうち主なものは、

給料35万9,615円と、共済費28万8,872円であり

ますが、これは職員の育児休業による執行残で

あります。

25ページをお開きください。

（目）県民生活費で、不用額が153万4,234円

であります。この不用額のうち主なものは、旅
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費57万1,742円、需用費44万3,584円であります

が、これは主に消費生活センターの事務費の執

行残であります。

次の26ページをごらんください。

（目）児童福祉総務費で、不用額が138万3,199

円、執行率は73.7％であります。この不用額の

うち主なものは、需用費70万5,583円であります

が、これは主に啓発資料の入札による執行残で

あります。

執行率につきましては、平成27年２月補正の

国の地方創生交付金を活用した事業が繰り越し

となったことによるものでありまして、繰越額

を含めますと、執行率は97.5％であります。

続きまして、平成26年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の31

ページをお開きください。

人づくり、３の（１）男女共同参画社会の推

進についてです。

男女が性別にかかわりなく、その能力を十分

に発揮できる社会の実現を目指し、下の表の主

な事業名の２つ目、男女共同参画推進地域リー

ダー養成としまして、地域リーダーになってい

ただく方や市町村職員を対象とした研修会等を

開催し、推進体制の強化に取り組んだほか、次

の女性のチャレンジ応援としまして、県男女共

同参画センターに専門相談員を配置し、再就職

や起業等にチャレンジする女性への相談事業等

に取り組みました。

また、一番下の新規事業のみやざき女性活躍

加速化といたしまして、国の交付金を活用し、

女性が意欲と能力を発揮できる環境づくりを推

進するため、企業向けフォーラムを県内３地域

で、また、女性向けセミナーを宮崎市で開催し

ました。

32ページをお開きください。

男女共同参画センター管理運営委託といたし

まして、男女共同参画社会づくりの推進拠点で

あります宮崎県男女共同参画センターの管理運

営を、特定非営利活動法人みやざき男女共同参

画推進機構に委託し、県民への情報提供や啓発、

相談事業等を実施いたしました。

施策の成果といたしましては、ページ下の②

にありますとおり、男女共同参画を推進するた

めのリーダー養成等により、地域における男女

共同参画社会づくりを推進できたところであり、

また、次のページの④にありますとおり、女性

が多様な働き方を実践できる環境づくりを目指

す、みやざき女性の活躍推進会議の設立に向け

た発起会を立ち上げたところであります。

今後とも、市町村や関係機関との連携を図り

ながら、男女共同参画社会の実現に向けた取り

組みを推進してまいりたいと考えております。

34ページをお開きください。

（２）のＮＰＯや企業、ボランティア等多様

な主体による社会貢献活動の促進についてであ

ります。

ＮＰＯや企業など多様な主体が積極的に社会

貢献活動に参画し、協働が促進される社会を目

指し、下の表の主な事業名の１つ目、地域福祉

等推進特別支援といたしまして、国の補助事業

を活用し、ボランティア活動に関する広報・啓

発、ＮＰＯ法人設立運営等に係る相談対応、研

修会等の開催によるＮＰＯ・ボランティア活動

の支援や、多様な主体の交流の場となる協働商

談会などに取り組みました。

また、３つ目の協働による未来みやざき創造

といたしまして、県との協働事業の提案を公募

し、ＮＰＯ等多様な主体との協働を推進いたし

ました。
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施策の成果といたしましては、35ページの①

にありますとおり、ＮＰＯ・ボランティア活動

を支援するとともに、ＮＰＯ、企業、行政等の

多様な主体が交流し相互理解を深めることで、

協働して地域課題解決に取り組むきっかけづく

りができたところであり、また②にありますと

おり、県事業における協働事業数も順調に推移

しているところであります。

今後も引き続き、協働の重要な担い手であり

ますＮＰＯへの支援を強化してまいりたいと考

えております。

36ページをお開きください。

くらしづくりの１の（１）安心で快適な生活

環境の確保についてであります。

施策の目標、１つ目の丸、消費生活の相談体

制が整い、必要に応じ適切な支援が受けられる

社会を目指し、下の表の主な事業名の２つ目、

消費生活啓発員設置といたしまして、県消費生

活センターの都城・延岡支所にそれぞれ２名の

啓発員を配置し、悪質商法等による消費者被害

の未然防止に取り組むとともに、その下の消費

生活相談員等設置といたしまして、本センター

を含め、計12名の専門相談員を配置し、相談者

への助言や事業者への指導、あっせんに取り組

みました。

37ページをごらんください。

相談しよう！多重債務者対策といたしまして、

啓発キャンペーンや勉強会等を開催し、多重債

務の相談窓口等の周知や多重債務の解消に向け

た支援に取り組んだほか、次の消費者行政活性

化といたしまして、国の交付金により設置した

消費者行政活性化基金を活用し、メディア等に

よる広報・啓発や市町村が行う事業への支援を

行いました。

施策の成果といたしましては、②にあります

とおり、消費生活センターに寄せられた苦情や

相談に対して、問題解決の支援を図ることや、

⑤にありますとおり、消費者行政活性化基金を

活用し、市町村の相談体制の整備を図ることが

できました。

今後とも、県民が安心して消費生活を営むこ

とができるよう、相談体制の強化及び啓発事業

の推進に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

38ページをお開きください。

２の（１）安全で安心なまちづくりについて

であります。

県民一人一人が防犯意識を高め、犯罪の起き

にくい安全で安心なまちづくりが推進される社

会を目指し、下の表の主な事業名にあります改

善事業の犯罪のない安全で安心なまちづくり促

進といたしまして、学校等へのアドバイザー派

遣や県民のつどいの開催等により、県民の意識

啓発等に取り組みました。

今後とも、市町村、関係機関・団体との連携

を図りながら、地域安全活動の活性化に取り組

んでまいりたいと考えております。

39ページをごらんください。

（２）の交通安全対策の推進についてであり

ます。

県民一人一人の交通安全意識が高まり、交通

事故のない安全で安心な社会を目指し、主な事

業名にあります改善事業の交通安全対策啓発と

いたしまして、各季節ごとの交通安全運動期間

を重点に、メディア等を活用した効果的な広報

・啓発に取り組みました。

施策の成果につきましては、ページ下の③に

ありますとおり、本県は後部座席シートベルト

及びチャイルドシートの着用率が全国でも下位

レベルにありましたことから、今後とも、全席
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シートベルト・チャイルドシート着用の推進を

運動の基本に掲げ、啓発等に取り組むこととし

ております。

なお、今年度、チャイルドシート着用の全国

一斉調査では、本県は全国15位とかなり着用率

が上がっておりまして、一連の啓発等の効果が

あらわれているものと考えております。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はございません。

当課の説明は以上であります。

○神菊文化文教課長 続きまして、文化文教課

の歳出決算状況等について御説明いたします。

決算特別委員会資料の４ページにお戻りくだ

さい。文化文教課の欄でございます。

予算額66億4,145万3,000円に対しまして、支

出済額は66億1,603万8,556円であり、この結果、

不用額は2,541万4,444円、執行率99.6％であり

ました。

続きまして、28ページをお開きください。当

課の決算事項別明細は30ページまでとなってお

りますが、このうち目の不用額が100万円以上の

ものについて御説明いたします。

30ページをお開きください。

（目）事務局費につきましては、不用額が2,437

万1,027円となっておりますが、このうち主なも

のとしましては、まず、負担金・補助及び交付

金の不用額1,873万2,616円であります。このう

ち主なものは、私立高等学校等就学支援金1,607

万2,062円であります。

本支援金は、私立学校生徒に公立高等学校授

業料相当額等の支援を行うことにより、保護者

の教育費負担の軽減を図るものでありますが、

対象事業費が見込みを下回ったことによるもの

でございます。

次に、扶助費の不用額494万9,500円につきま

しては、生活保護世帯等に対して、私立学校生

徒の授業料以外の教育費の負担軽減を図る私立

高等学校奨学給付金であり、支給対象生徒数が

見込みを下回ったことによるものであります。

次に、平成26年度の主要施策の成果について

御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の40ページを

お開きください。

未来を担う人材が育つ社会の魅力ある教育を

支える体制や環境の整備・充実であります。

下の表の主な事業及び実績でありますが、ま

ず、私立学校振興費補助は、私立学校の教育の

振興と経営の安定化、保護者の経済的負担の軽

減を図るため、私立高等学校等に対して、人件

費などの経常的経費の一部を補助したところで

あります。

次に、その下の私立高等学校等就学支援金は、

平成22年度から公立高等学校の授業料が無償化

されたことにあわせて、その無償化された授業

料相当額を基準に、生徒の保護者世帯の収入に

応じて加算して支給したところであります。

これらの事業により、保護者の経済的負担の

軽減や学校教育環境の充実、教職員の資質向上、

教育活動の充実等を図ったところでありますが、

今後も引き続き、これらに取り組んでまいりた

いと考えております。

続きまして、42ページをお開きください。

生涯を通じ活躍し挑戦できる社会の文化の振

興であります。

下の表の主な事業及び実績でありますが、宮

崎国際音楽祭開催につきましては、第19回でご

ざいましたが、メーン演奏会を11回、子どもの

ための音楽会を２回開催し、来場者数は１

万4,151人でありました。

また、あわせて平成27年度の第20回音楽祭の
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準備を行ったところであります。

その下の県立芸術劇場管理運営につきまして

は、指定管理者である公益財団法人宮崎県立芸

術劇場に業務を委託したところであり、年間の

利用者は23万4,361人でありました。

次に、その下の県立芸術劇場大規模改修につ

きましては、安全面や緊急性、修繕内容等を検

討するとともに、これらを踏まえながら計画的

に実施しているところでありまして、平成26年

度は空調設備の改修や演劇ホール調光器盤更新

などを行ったものであります。

さらに、その下の県文化賞につきましては、

本県文化の向上・発展に顕著な功績を上げた方

を顕彰するため、芸術部門、文化功労部門、体

育部門において各１名、計３名の方を表彰いた

しました。

続きまして、43ページでございます。

まず、若山牧水賞では、歌人、大松達知さん

が受賞されたところでございます。

次に、その下のミュージックランドみやざき

協働につきましては、音楽を気軽に楽しむ機会

と発表の場を提供するため、県内のＮＰＯ法人

等に委託し、宮崎市など４市町村において音楽

公演を実施したところであります。

また、その下の地域の芸術文化環境づくり支

援事業につきましては、串間市などにおいて、

偉人・先人顕彰事業など３件の文化事業に対し

て支援を行ったところであります。

次に、一番下の新規事業の国民文化祭誘致推

進につきましては、平成32年度の国民文化祭の

本県誘致開催を国に要望しているところであり

ますが、その機運の醸成等を図るため、有識者

懇談会を開催したところであります。

今後も引き続き、文化の鑑賞機会や創作発表

の機会の充実を図るとともに、文化活動を支え

る環境の整備等を進めることにより、多くの県

民が文化に親しみ、ゆたかさを実感できる社会

づくりを推進してまいりたいと考えております。

文化文教課の説明は以上でございます。

○吉田人権同和対策課長 人権同和対策課の決

算状況等について御説明いたします。

平成26年度決算特別委員会資料にお戻りいた

だきまして、４ページをお開きください。

人権同和対策課のところでございます。予算

額１億3,693万8,000円に対しまして、支出済額

１億3,633万9,607円で、不用額は59万8,393円、

執行率は99.6％となっております。

次に、32ページをお開きください。

当課の決算事項別の明細であります。目の不

用額が100万円以上のもの、または執行率が90％

未満のものはございません。

続きまして、平成26年度の主要施策の成果に

ついて御説明させていただきます。

主要施策の成果に関する報告書の45ページを

お開きください。

３、多様な主体が参加し、一人ひとりが尊重

される社会の（３）人権意識の高揚と差別意識

の解消についてであります。

一番上の改善事業、人権が尊重されるみやざ

きづくり啓発推進事業により、人権啓発強調月

間及び人権週間における集中啓発等を行い、そ

の下の段になりますが、人権ハートフルフェス

タ事業により、人権に関する詩の朗読や音楽の

演奏を通じて、感性と理性に訴えかける形式の

啓発を行っております。さまざまな啓発事業を

通じて、多くの県民の方に御参加いただき、県

民の人権意識の高揚、機運の醸成を図ったとこ

ろであります。

また、一番下の宮崎県人権啓発センター事業

により、各種の研修会の開催、講師の派遣、研
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修用ビデオの貸し出し等を行い、啓発・研修の

推進に努めたところであります。

今後とも一層の工夫を凝らしながら、人権意

識の高揚を図ってまいりたいと考えております。

46ページをお開きください。

えせ同和行為等対策事業であります。

えせ同和行為は、同和問題に対する誤った意

識を植えつける大きな原因の１つでありますの

で、アンケート調査やリーフレットの配布、講

習会の開催等により、えせ同和行為を排除する

ための広報・啓発に努めたところであります。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

人権同和対策課は以上でございます。

○青出木情報政策課長 情報政策課の決算状況

等について御説明いたします。

決算特別委員会資料の４ページをお開きいた

だけますでしょうか。

情報政策課のところでございます。予算額８

億8,364万2,000円に対しまして、支出済額８

億5,062万1,727円、翌年度繰越額1,470万円、不

用額1,832万273円、執行率は96.3％となります

が、翌年度への繰越額を含めますと97.9％とな

ります。

次に、目の執行残が100万円以上のもの及び執

行率が90％未満のものについて御説明いたしま

す。

34ページをお開きいただけますでしょうか。

まず、（目）企画総務費の不用額701万1,279円

でございます。この不用額の主なものは、需用

費243万7,971円でございますが、これは、年度

末の異動等に伴います各所属の県庁ＬＡＮ設備

の移設等が想定よりも少なかったことによる執

行残などによるものでございます。

続きまして、使用料及び賃借料111万7,710円

でございますが、これは、サーバー統合基盤へ

のシステムの移行等に伴いまして、データセン

ターのサーバーラックに係る賃借料が一部不用

となったことなどによるものでございます。

また、負担金・補助及び交付金126万2,237円

でございますが、これは主に、公的個人認証サ

ービス事務の委任先でございます地方公共団体

情報システム機構に対する交付金の額が確定し

たことによる執行残でございます。

次に、35ページをお開きいただけますでしょ

うか。

（目）計画調査費でありますが、不用額が1,130

万8,994円で、執行率は79.7％となっております。

これは、まず、委託料574万6,233円でございま

すが、宮崎情報ハイウェイ21に係る災害等復旧

のための費用が不用であったことなどによるも

のでございます。

また、負担金・補助及び交付金539万1,000円

でございますが、これは主に、携帯電話等エリ

ア整備事業における国庫補助金の額の確定によ

る執行残でございます。

続きまして、主要施策の成果について御説明

いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の48

ページをお開きいただけますでしょうか。

１、安心して生活できる社会の（４）情報通

信基盤の充実及び利活用の促進についてでござ

います。

まず、新規事業の社会保障・税番号制度シス

テム整備でありますが、これは、社会保障・税

番号制度、いわゆるマイナンバー制度におきま

して、国や他の自治体と情報連携するために必

要となりますシステムの基本設計を実施したと

ころでございます。

また、携帯電話等エリア整備でございますが、
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これは、携帯電話等のサービスが提供されてい

ない地域におきまして、サービスを提供するた

めの施設を市町村が整備いたします際に、国及

び県が補助を行うものでございます。

平成26年度におきましては、日之影町の見立

にございます奥村という地区でございますけれ

ども、ここは森林セラピーのコースであります

とともに、傾山への登山道の入り口ともなって

いるところでございますが、この地区において

事業を実施いたしまして、登山客等の利便性の

向上を図りますとともに、当該地区内１世帯の

サービス未提供世帯の解消が図られたところで

ございます。

以上、主要施策の成果についてでございます。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

情報政策課の説明は以上でございます。

○清山主査 以上で説明は終了いたしましたが、

続きは午後１時10分より再開いたしたいと思い

ます。

暫時休憩いたします。

午前11時57分休憩

午後１時６分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

○神菊文化文教課長 先ほど、当課の説明の中

で、監査委員の決算審査意見書に関する説明が

漏れておりましたので、大変申しわけございま

せんが、追加して御説明させていただきます。

当課につきましては、同報告書に関して報告

すべき事項はございません。

以上でございます。

○清山主査 以上で全ての説明が終了いたしま

した。委員の皆様から質疑はございませんか。

○満行委員 男女共同参画についてお尋ねをい

たします。成果報告書の31ページの男女共同参

画推進地域リーダー養成の基礎編、実践編の受

講者の男女別、33ページの男女共同参画センタ

ー利用者の状況、相談事業の状況の男女比がわ

かれば教えてほしいんですけれど。

○村上生活・協働・男女参画課長 地域リーダ

ー養成の男女別の割合は、ちょっと数えますの

で、お時間をいただきたいと思います。

33ページの男女共同参画センターの相談の男

女別は、総合相談だけ見ますと、77％と23％の

割合の男女比率となっております。

地域リーダー養成のほうは、もうちょっと…

…。

○清山主査 それでは、その間に何かあれば。

○来住委員 男女共同参画のところなんですけ

れど、いわゆる性的少数者という方々、実際に

はかなりいらっしゃるんですよね。トータルと

しては１割だとか。性的少数者も性同一性障が

いとかいろいろあって、広いんですけれど。親

にも相談できない、友達にも相談できないとい

う、非常に悩んでいらっしゃる方がいっぱいい

らっしゃると思うんですが。そういう方々の相

談を受けてくれる、行政として県だとか、それ

から市段階でも。僕が知ってる都城にも、市の

中に１つの係として女性関係のそういうのがあ

るんですが。現実に性的少数者からの相談につ

いての県や市町村の相談窓口というんですか、

そういう体制はどうなってるのかというのが一

つ。あなたの課なのかどうかが、わからないん

ですけれど、教えていただきたいなと思ってい

るんですけれど。

○吉田人権同和対策課長 性的少数者の問題に

つきましては、委員がおっしゃいましたように、

最近の調査では7.6％と、13人に１人ぐらいいる

という調査結果も出ております。
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最近、そういう形で話題になっておる関係で、

窓口を決めてくださいという話も国からもござ

いまして、一応県の窓口としては人権同和対策

課で担当してると。市町村につきましても、そ

の担当窓口等をお願いしていくという形にはな

るのかもしれませんけれど、現状としては、話

題としては提供しておりますけれども、人権関

係の主管課のほうに、具体的なところまでは市

町村とお話はしてないところでございます。

○来住委員 13％と言われたの。

○吉田人権同和対策課長 7.6％でございます。

○来住委員 決して少なくないと思うんですよ、

低くないと思うんですよね。ですから、そうい

う点では、もっと相談の窓口を、県民の皆さん

方に、ここに行けば大丈夫よというものをもっ

と明確にして、そういう方々にお知らせしてい

くというのは非常に大事だと思うんで。ほとん

どの皆さんが、みずから性的少数者だというこ

とをお話しできないと。性を男、女という、こ

の２つの性に分けられること自体に違和感を持

つ方もいっぱいいらっしゃいますし。そういう

点では、体制をつくってほしいなと思います。

現に性的少数者からの御相談というのを受け

た実績というのがあるんでしょうか。

○吉田人権同和対策課長 特にはございません。

それと、先ほどちょっと混同しておりました

けれど、この性的少数者の問題につきましては、

具体的に私どもで担当するという形では、まだ

ありませんで、人権という取り組みの中でそう

いう御相談、性的少数者の方の人権問題の御相

談があったときは、私どもで人権問題として受

けとめているという状況でございます。市町村

にも、そういう趣旨の、情報としては提供させ

ていただいている段階でございます。

○来住委員 部長、僕はおくれてると思います。

そういう相談窓口をちゃんと……。今、人権な

のか、こっちなのかですけれど。いずれにいた

しましても、もう少しおまとめになって、窓口

を広げてあげたほうがいいのではないかと思い

ますけれど。

○茂総合政策部長 性的少数者については、今

の7.6％で13人に１人という報告がありましたけ

れど、私も、これはかなり多い数字だなと思っ

ております。

性的少数者については、どう対応していいか、

まだよくわからないというのが、多分正直なと

ころだと思うんですよね。これについては、や

はり悩みも深いと思います。県議会でも、これ

までいろいろ話題になりました。ですから、そ

ういう方たちの思いを酌み取りながら、十分相

談を受けられるような─いろんな研修も必要

だと思います。間違った話もできませんので、

非常に大事な話ですから。ですから、このあた

りは、これから適切に対応していくようにして

いきたいと思います。

○来住委員 ぜひひとつ、よろしくお願い申し

上げておきたいと思います。

何という本だったか忘れましたけれど、著者

も。「世界がもし100人の村だったら」という本

があります。その中に性的少数者は100人に10人

いるというように書かれておりまして、7.何％

というのは、かなり近いですよね。

次へ行きます。資料の37ページの多重債務者

対策のところなんですけれど。僕も長いこと議

員してまして、以前は年間に相当相談がありま

して、破産の手続をしてあげたりしてましたけ

れど、最近ほとんどないんです。多重債務に対

する相談などの状況がおわかりだったら教えて

いただきたいと思いますけれど。

○村上生活・協働・男女参画課長 おっしゃら
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れますとおり、多重債務に関する相談は大変減っ

てきておりまして、県の消費生活センターで受

けております多重債務の件数は303件、県内の９

機関で受けている合計で3,504件という数字が出

ておりまして、平成22年度をピークに年々減っ

てきております。

理由としましては、平成22年６月に改正貸金

業法が完全施行されたことと、過払い金等の返

還請求が一段落したことが上げられております。

○来住委員 最後にもう一つ。これは人権同和

対策課のところで、47ページにえせ同和行為に

関するアンケート調査というのが出されており

まして、平成26年度は調査された事業所が1,239

件、そして被害の事業所が25となっているんで

すけれど。

僕の認識では、いわゆるえせ同和を語って被

害を受けるというのは、今もあるのかなと思う

んですよ。実際、同和なのか、それとも単なる、

いわゆる暴力団絡みの被害に遭ったのか、そこ

はもう少し明確にしておったほうがいいんじゃ

ないかと僕は思ったもんですから。現にもう今、

同和の被差別部落なんていうのが現実に厳然と

して残ってるというのは、もう事実上、僕はな

いんじゃないかと思うんですけれども。都城に

至っても、もともとそういう被差別部落があり

ましたけれども、今はもう全く混住してて、全

然そんなことを問題にする人もいなくなったん

ですが、当然だと思っているんですけれど。

このアンケートに関するところで、実際にえ

せ同和行為として受けたという、その辺の内容

について御報告をお願いしたいと思うんですけ

れど。

○吉田人権同和対策課長 確かに委員がおっ

しゃるように、最近の調査の中では、えせ同和

行為という定義そのものがわかりにくくなって

きているところがあるのかなという気はしてお

ります。一応、えせ同和行為に関してというこ

とで調査をお願いしているんですけれども、そ

の中で具体的には同和問題の認識を問うてきた

というものも、もちろん回答としてはございま

すし、また、執拗に勧誘してきたとかいう形で

……。具体的なところまでは、回答のアンケー

トの中では踏み込めない、わからない部分もご

ざいます。ただ、えせ同和行為に関して調査を

させてくださいということで、アンケートはお

断りして回答をお願いしておりますので、その

数値を上げさせていただいているところでござ

います。

○来住委員 せっかく調査されるんだったら、

もう少し、そこは正確にされたほうがいいのじゃ

ないかなと僕は思うんですよ。えせ同和行為と

一般的な強迫だとかそういうのとは─ここに

えせ同和と出るもんですから、もちろんこれは

国の事業でされておりますから、多分国が、100

％そうですよね。ですから、そこは明確にされ

たほうがいいのじゃないかなって僕は思うもん

ですから、その辺どうなんでしょうか。

○吉田人権同和対策課長 その点につきまして

は、えせ同和行為のアンケートの中で、もう

ちょっと同じような認識を持っていただけるよ

うな形で工夫はしてまいりたいと考えておりま

す。

○来住委員 主査、御相談ですけれど、各事業

所、約1,200ぐらいの事業所から回答を得てきた

と思うんですけれど、多分、もっとたくさんの

事業所にも出されたのかと思うんですが。こと

しもされてるのかと思いますが、そのアンケー

トの用紙があれば、ぜひ見せてほしいと思うん

ですが、資料として提出していただければあり

がたいと思うんですけれど。これ、主査にお願
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いしたいです。

○清山主査 アンケートの用紙ですか。

○来住委員 用紙ですね、いわゆる。どういう

ことを問うていらっしゃるのか、内容を知りた

いと思います。

○吉田人権同和対策課長 このえせ同和行為に

関するアンケートにつきましては、3,000事業所

に毎年調査をしてまして、ことしでいいますと、

ことしの１月に昨年の１年間の分、１月から12

月の分についての状況をお伺いしております。

その中から回答をいただいたのが1,239事業所と

いうことでございまして、その際に同和問題を

口実に受けた不当な要求、不当な行為、えせ同

和行為、これについてお答えください、お尋ね

しますということで、最初に御説明はしている

ところでございます。この様式そのものはアン

ケートでお送りしておりますので、提供するこ

とは可能でございます。

○清山主査 今、資料要求がございましたけれ

ども、各委員にお諮りいたしますが、各委員の

もとに、このアンケート用紙について執行部よ

り提供いただくということで御異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 用意でき次第、個別で構いません

から、この分科会が終わった後、それぞれ各委

員のほうにお願いいたします。

ほかございますか。

○村上生活・協働・男女参画課長 先ほどの満

行委員の御質問にお答えいたします。

この男女共同参画推進地域リーダー養成の基

礎編の受講者23名中７名が男性で約３割となっ

ております。

○満行委員 今の件で、この推進地域リーダー

養成の募集は、男性と女性は別にこだわってい

らっしゃらないということと、どういう方々を

対象として、このリーダーの養成を考えていらっ

しゃるのか、２つお願いします。

○村上生活・協働・男女参画課長 募集は一般

公募でお声かけしたり、市町村の男女共同参画

担当の窓口を通して、いろいろ活動されてる方

たちにお声かけをしていただいたりと幅広く募

集はしておりますが、結果的に男性が３割ぐら

いになっております。

どういう方たちをといいますのは、実際に地

域で地域づくりをされてるＮＰＯの方たちが男

女共同参画の視点、男性、女性にかかわらずと

いう視点を入れてもらうためもありますし、あ

るいは町村の議員であられたり、あるいは町村

で男女共同参画審議会の委員になっていらっ

しゃる方が手を挙げられたり、もしくは、もう

退職したので何か社会貢献をしたいということ

で、ちょっと勉強させてもらいたいという方も

いらっしゃいますし、民間企業の方で仕事上、

男女共同参画の視点を学びたいということで来

られる、いろんな方がおられます。

○満行委員 済みません、最後にしますけれど、

このリーダーになったからといって、特別な使

命というものはないと、個人の資質に資する目

的で、この養成事業に手を挙げられるというこ

とですか。

○村上生活・協働・男女参画課長 特にこれを

やってくださいと、お金を払って何かやっても

らうというようなものではなくて、皆様が日々

生活されている近くから、意識づけをしていた

だければ結構ですという言い方をしております。

○吉田人権同和対策課長 先ほど来住委員のほ

うからお話のありました被差別部落の関係でご

ざいますけれども、日本の社会の歴史的な経緯

の中で形成されてきたいわゆる被差別部落につ
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いては、形態としては、なくなったという形で

はございませんで、指定地区については、法に

伴いましてなくなっておりますけれども、環境

改善ですとか差別意識の解消ということに向け

て取り組んでまいりまして、これからも、そう

いった意味で差別意識の解消に向けて取り組ん

でいくことが大事であろうかと考えております

ので、よろしくお願いいたします。

○新見委員 報告書の36ページ、生活・協働・

男女参画課。この実績の表の下２つに消費生活

啓発員と消費生活相談員のことが書いてありま

すが、上のほうの消費生活啓発員のところに消

費生活センター分の掲載がないということは、

消費生活センターの職員は皆、この消費生活啓

発員に当たるのかなと思うんですけれど。

○村上生活・協働・男女参画課長 この消費生

活啓発員設置で計上しております啓発員は非常

勤の方のみでありまして、職員は計上しており

ません。

○新見委員 ということは、この下のほうの消

費生活相談員も、今おっしゃった立場の方々と

いうことですね。了解しました。

それと、43ページ、文化文教課ですけれど、

先ほど説明があったのを聞き漏らしたのかもし

れませんけれど、施策の進捗状況の、日ごろか

ら文化に親しむ県民の割合はどうはじき出すの

か、教えてください。

○神菊文化文教課長 この数字につきましては、

まず、宮崎県総合計画の中にゆたかさ創造プロ

グラムがございまして、その中の将来世代育成

プログラム重点指標として50％ということが定

められております。それをどう把握するのかと

いうことでございますが、毎年やっております

県民意識調査結果がございます。これは、20歳

以上の方で、市町村の協力を得まして住民基本

台帳から拾った3,500人の方に調査をお願いして

おりまして、そのうち46％程度の方1,631人が回

答いただいて、日ごろから文化に親しむ割合と

して47.3％が日ごろから親しんでいらっしゃる

ということでございます。

なお、日ごろから文化に親しむ県民の割合の、

この文化の定義でございますが、いわゆる芸術

文化に限らず、絵画であるとか音楽であるとか

ということではなく、それ以外の例えば囲碁、

将棋でありますとか、短歌とか書道とか手芸と

いった生活文化といったものも含めた数字で上

げられているところでございます。

○新見委員 よくわかりました。ありがとうご

ざいます。

最後に、48ページの情報政策課。マイナンバ

ー制度のシステム整備費ということで1,200万円

上がっておりますが、これは具体的にはパッケ

ージの金額なのか、そこら辺を教えてください。

○青出木情報政策課長 これは団体内統合宛名

システムということで、本県で使うためのシス

テムの基本設計の部分でございました。私ども

の県内の各システムに合わせて、どのようなシ

ステムをつくればいいかという設計をやってま

いりましたので、パッケージの購入ではなくて、

設計をやった経費でございます。

○新見委員 わかりました。ありがとうござい

ました。

○坂口委員 説明資料の34ページの情報政策課

です。企画総務費の一番下、負担金・補助及び

交付金、ここを詳しく中身を教えていただける

と。内訳です。

○青出木情報政策課長 負担金・補助及び交付

金のところでございますけれども、先ほど御説

明いたしましたように、公的個人認証サービス

というサービスがございますけれども、これに
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関しまして、地方公共団体情報システム機構に

交付金を出すことになっておるんですけれども、

実績の額に応じまして交付金の額が決まりまし

て、その額が確定した関係で、もともと概算で

向こうから示されてるものに応じて組んでいる

んですけれども、それが確定したことで今回の

ような執行残が出たということでございます。

○坂口委員 そうじゃなくて、これがどこにど

ういった形で出されているのかというのを、こ

の負担金・補助及び交付金というのが、負担金

が幾らどこに、補助金が幾らどこに、交付金が

幾らどこにという内訳を。

○青出木情報政策課長 まず、負担金でござい

ますけれども、ただいま申し上げました地方公

共団体情報システム機構への負担金が5,376

万6,237円、それから公的個人認証サービス共通

基盤事業運用会議への負担金が446万5,000円と

なっております。また、九州テレコム振興セン

ターという団体への負担金が８万円、そして宮

崎県市町村ＩＴ推進連絡協議会、これは宮崎情

報ハイウェイ21等の利活用を図るために県と市

町村で組んでる団体でございますけれども、こ

ちらへの負担金が１億5,208万6,526円となって

おります。

それから、※補助金でございますが、先ほどの

携帯電話のエリア整備事業に関する補助金

が2,354万4,000円でございます。この分が補助

金ということで大きくなっております。

○清山主査 ほかにございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 ないようでしたら、以上をもちま

して、第２班の審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後１時34分休憩

午後１時37分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

各課長の説明及びそれに対する委員の質疑が

終了いたしましたが、総合政策部の決算全般に

ついて、何か質疑はございませんか。

○青出木情報政策課長 情報政策課でございま

す。

恐れ入ります、先ほど坂口委員からの負担金

・補助及び交付金の御質問に関しまして、私が

情報政策課全体の負担金・補助及び交付金の状

況を御説明してしまいました。御質問がありま

した34ページの負担金・補助及び交付金の内容

には、先ほど申し上げました携帯電話の補助金

は入っておりませんで、最初のほうで説明いた

しました公的個人認証等に係る負担金等が全て

でございます。その金額の合計で、この金額に

なっているところでございます。

○坂口委員 補助金が、ここで出てくることに

なりますか。

○青出木情報政策課長 この目に関しましては

補助金はございません。負担金のみでございま

す。大変失礼いたしました。

○奥野統計調査課長 午前中の説明の中で、私、

統計調査課の不用額につきましては経費削減に

よるものと御説明したわけなんですけれども、

少しお時間をいただきまして補足をさせていた

だきたいと思います。

２点あるんですけれども、まず、統計調査課

のいわば特殊性といいましょうか、そういった

ものにつきまして、御説明させていただこうと

思っております。

統計調査課の予算でございますけれども、統

計調査課の場合には、総務省を初めといたしま

して文部科学省や厚生労働省など、さまざまな

※このページ右段に発言訂正あり
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省庁からの調査を受託して実施しております。

この場合に、県費、一財はほとんど使っており

ません。

この国からの予算でございますけれども、例

えば総務省にしましても、１つではなくて複数

の調査を受けることがあるんですが、予算はあ

くまでも、同じ総務省でも各調査ごとに予算が

決められているわけでございます。そうした場

合に、確かに私ども統計調査課としましては、

事務費について少しでも経費削減ということで

努力はしているわけなんですけれども、各調査

ごとの流用といったものは全く認められていな

いわけなんです。ましてや、省庁ごとの流用も

認められてないと。そのようなこともございま

して、１つの調査だけで見ると、それほど大き

な額ではない経費削減であっても、統計調査課

全体として見た場合には、かなり大きな額になっ

てくるという特殊事情がございます。ですから、

これはあくまでも統計調査課、国の10分の10の

調査ということで、ほかの課との経費節減とは

若干相入れないものがあるのかなと思っており

ます。

次に、２点目なんですけれども、先ほど経費

節減ということだけで説明してしまいましたけ

れども、実はもう一点要因がございまして、昨

年行われました農林業センサスという調査がご

ざいます。これは年度終盤の２月の１日現在で

実施されたものでございます。年度終盤という

こともございましたので、２月補正の作業には

なかなか間に合いませんで、所要額を認めるこ

とがなかなか難しかったということもございま

した。その結果としまして、予算上の数字と決

算額、そこに多少の乖離が生じまして、不用額

が多く生じたという事情がございます。

以上、課の予算の特殊性等につきまして、不

用額がなぜこんなに多くなったのかをあわせて

御説明いたしました。

○清山主査 ありがとうございます。それでは、

ほかに何か質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 ないようですので、以上をもちま

して総合政策部を終了いたします。執行部の皆

様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後１時42分休憩

午後１時45分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

それでは、平成26年度決算について執行部の

説明を求めます。

○舟田会計管理者 会計管理局の平成26年度の

決算の概要について御説明申し上げます。

お手元の決算特別委員会資料をお開きくださ

い。

（款）総務費の欄をごらんいただきたいと存

じます。予算額４億7,064万4,000円に対しまし

て、支出済額が４億6,508万8,403円であります。

この結果、不用額は555万5,597円となり、執行

率は98.8％となっております。

次に、目の執行残100万円以上のものにつきま

して御説明いたします。

（目）会計管理費をごらんいただきますと、

不用額が502万7,741円となっております。その

うち主なものは、役務費で、不用額が232万3,420

円であります。これは主に、収入証紙の売りさ

ばき人へ支払う売りさばき手数料が、見込みを

下回ったことによる執行残でございます。

また、委託料につきましては、201万1,886円

の不用額となっております。これは、財務会計

システムにふぐあい等が生じた場合、プログラ
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ム改修が必要となりますが、その執行残が主な

ものでございます。

なお、目で執行率が90％未満のものはござい

ません。

また、主要施策の成果に関する報告書への掲

載、決算審査意見書に記載された審査意見及び

監査における指摘事項はございません。

説明は以上でございます。御審議のほど、ど

うぞよろしくお願いいたします。

○清山主査 執行部の説明が終了しましたが、

委員の皆様から質疑はございませんか。

○満行委員 使用料及び賃借料が5,800万円余、

これは機器のリース代がほとんどと見てもよろ

しいんでしょうか。

○井上会計課長 おっしゃるとおり、ほとんど

が財務会計システムのリース料になっておりま

す。

○清山主査 よろしいですか。ほかにございま

すか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、以上をもって会計管理

局を終了いたします。執行部の皆様、お疲れさ

までした。

暫時休憩いたします。

午後１時48分休憩

午後１時49分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

平成26年度決算について執行部の説明を求め

ます。

○亀田人事委員会事務局長 それでは、人事委

員会事務局の平成26年度決算の概要について御

説明申し上げます。

お手元に配付いたしております決算特別委員

会資料の表の合計の欄をお願いいたします。

平成26年度の予算額は１億3,699万5,000円、

支出済額が１億3,600万7,950円、この結果、不

用額が98万7,050円、執行率が99.3％となってお

ります。

目の執行残が100万円以上のもの及び執行率

が90％未満のものはございません。

なお、主要施策の成果に関する報告書の掲載、

あるいは決算審査意見書に記載された審査意見

及び監査における指摘事項はございません。

説明は以上でございます。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。

○清山主査 執行部の説明が終了しましたが、

委員の皆様から質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、以上をもって人事委員

会事務局を終了いたします。皆さん、お疲れさ

までした。

暫時休憩いたします。

午後１時50分休憩

午後１時51分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

それでは、平成26年度決算について執行部の

説明を求めます。

○小八重監査事務局長 監査事務局の平成26年

度決算の概要について御説明いたします。

お手元の決算特別委員会資料をごらんくださ

い。

監査事務局の予算執行状況につきましては、

（款）総務費の欄をごらんください。予算額は

２億717万3,000円、支出済額が２億475万1,189

円、不用額は242万1,811円、執行率は98.8％と

なっております。

次に、執行率が90％未満の目はございません

ので、執行残が100万円以上の目について御説明
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いたします。

２ページをごらんください。

（目）事務局費の不用額が173万9,734円となっ

ております。その主なものは職員手当等の不用

額92万9,164円でありますが、これは時間外勤務

手当等の執行残であります。

主要施策の成果報告及び監査結果につきまし

ては、特に報告すべき事項はございません。

よろしく御審議のほどお願いいたします。

○清山主査 以上で執行部の説明が終了いたし

ました。委員の皆様から質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、以上をもって監査事務

局を終了いたします。執行部の皆様、お疲れさ

までした。

暫時休憩いたします。

午後１時53分休憩

午後１時57分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

平成26年度決算について、執行部の説明を求

めます。

○日隈議会事務局長 平成26年度の議会事務局

の決算の概要につきまして御説明いたします。

お手元の決算特別委員会資料１ページをお開

きください。

（款）議会費でございます。予算額10億8,184

万5,000円に対しまして、支出済額は10億7,322

万1,718円、不用額862万3,282円でありまして、

執行率は99.2％となっております。

次に、目における予算の不用額でございます

けれども、100万円以上のものにつきまして御説

明いたします。なお、執行率が90％未満の目は

ございません。

まず、（目）議会費でございます。不用額390

万2,763円、執行率99.5％であります。

不用額の主なものといたしましては、旅費の

不用額287万5,291円でありますが、これは、議

会の会期日程の確定に伴います応招旅費等の執

行残であります。

２ページをお開きください。

続きまして、（目）事務局費であります。不用

額472万519円、執行率98.6％であります。

不用額の主なものといたしましては、需用費

の不用額116万5,934円でありますが、これは、

本会議の会期日程の確定に伴います会議録印刷

経費、あるいはコピー代など事務費等の執行残

であります。

そのほか、主要施策の成果に関する報告書及

び決算審査意見書、さらに監査における指摘事

項等については、議会事務局は該当ございませ

ん。

説明は以上でございます。どうぞよろしくお

願い申し上げます。

○清山主査 以上で説明が終了しましたが、委

員の皆様から質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、以上をもって議会事務

局を終了いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時０分休憩

午後２時３分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

皆様にお伺いしますが、本日の審査内容を踏

まえて、何か御意見があればお願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 次に、採決についてでありますが、

あす10月６日の13時30分に採決を行いたいと思

いますが、よろしいでしょうか。
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、以上で本日の分科会を

終了いたします。

午後２時３分散会
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午後１時28分再開

出席委員（７人）

主 査 清 山 知 憲

副 主 査 島 田 俊 光

委 員 坂 口 博 美

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 満 行 潤 一

委 員 新 見 昌 安

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 日 髙 真 吾

○清山主査 分科会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますが、採決の前に、

賛否も含めて何か御意見があればお願いいたし

ます。認定という御意見もありましたが、何か

決算の中身についての御意見も含め、ございま

したらお願いいたします。

○丸山委員 成果報告書で、何を補助しました

で終わっていて、本当に成果が出ていないよう

な気がするものですから、初年度だからわかり

づらいものもあるかもしれませんけれども、成

果報告書じゃないような気がするものですから、

その辺を少し工夫をしていただけることができ

るのであれば、お願いしたいなと思っておりま

す。

○坂口委員 予算に対しての成果だから、それ

をここで。今言いよるのは効果よね。予算をやっ

て、その成果はこうですと、その成果に対して

の事業効果とあるけれども、決算ではそこまで

は聞かれんしね。あくまでも、この予算を組み

ました、そのうち執行した成果はこうですで、

事業をやりましたとなってしまうんで。

○清山主査 執行の取り組みですよね。

○坂口委員 その成果、今度は効果となると、

また決算と別だよな。

○清山主査 ものによって、日ごろから文化に

親しむ県民の割合を報告されていたり、そうい

う目標とするものをやっているところでもあり

ます。

○坂口委員 目標値を設定してやるやつよね。

○清山主査 施策の実績内容と施策の成果とい

うのを分けて報告がありますね。こっちの成果

のほうでは、そうした目標達成というか、政策

目標について、記載はされてますけれども、ど

ちらかというと、内容はまだまだ不十分なとこ

ろも見受けられる気がしました。

暫時休憩いたします。

午後１時31分休憩

午後１時31分再開

○清山主査 再開いたします。

それでは、ほかにないようですので、これよ

り採決に入りたいと思いますが、よろしいです

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 異議なしということで、採決に移

らせていただきます。

それでは、議案第23号についてお諮りいたし

ます。

原案のとおり認定することに御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

平成27年10月６日(火)
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〔「異議あり」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、挙手により採決を行い

ます。

議案第23号の認定について、賛成の方の挙手

を求めます。

〔賛成者挙手〕

○清山主査 挙手多数。よって、議案第23号に

ついては、原案のとおり認定すべきものと決定

いたしました。

次に、主査報告骨子（案）についてでありま

す。

主査報告の項目及び内容について、何か御意

見があればお願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後１時33分休憩

午後１時38分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

それでは、主査報告につきましては、御意見

を参考にしながら、正副主査に御一任いただく

ことで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、そのようにいたします。

その他で、最後、何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、以上で分科会を終了い

たします。

午後１時39分閉会


